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はじめに ～岐路に立つ卸売市場～ 

 

これまで卸売市場は、生鮮食料品等の効率的かつ安定的な供給と適正な価格形成を確保する

上で、中心的役割を担ってきた。今日においても、青果・水産物の国内流通量の 60％以上が卸

売市場を通じて取引されており、卸売市場は、都民の食生活の安定や食の安全を確保する上で、

また、生産者・実需者がいつでも利用できる開かれた取引の場として、重要な役割を有してい

る。 

しかし、近年、卸売市場を取り巻く環境の急激な変化による影響を受け、卸売市場経由率の

低下及び取扱数量の減少傾向が続いており、それに伴い市場関係業者の経営の悪化が進むなど、

卸売市場をめぐる状況は一段と厳しくなっている。 

卸売市場が、今後も生鮮食料品等流通における中心的な役割を担っていくためには、卸売市

場の持つ公共的な使命・役割を踏まえて、ハード・ソフトの両面から機能強化を行うとともに、

卸売市場の活性化を図り、都民の食の安全・安心への期待や生産者・実需者の多様なニーズに

応えていかなくてはならない。加えて、東日本大震災を踏まえて、卸売市場の災害対応力の強

化などにも適切に対応していく必要がある。 

市場関係者がこのような認識を共有し、それぞれの立場で卸売市場の存在意義や価値を高め

ていくことができるかどうか、卸売市場は正に岐路に立たされているといっても過言でない。 

 



 - 2 -

第１ 卸売市場を取り巻く環境 

   

１ 世帯構造等の変化   

⑴ 人口・世帯構造等の変化 

我が国の総人口は、平成 16 年をピークに減少傾向に入るとともに、総人口に占める高齢

者（65 歳以上）の割合は、平成 17 年の５人に１人から、平成 47 年の３人に１人へと大きく

上昇すると予測されている。一方、東京都の総人口は、平成 27 年の 1,308 万人をピークに

減少し、高齢者の割合は、平成 37 年には４人に１人の割合へ上昇すると予測されている。

こうした予測から、我が国全体、ひいては東京においても、今後とも少子高齢化が急速に進

行することが確実である。 

    また、世帯構造についても大きな変化が見込まれており、我が国の単独世帯、中でも高齢

者（65 歳以上）の単独世帯は、平成 17 年から平成 32 年にかけて約 65％も増加すると予測

されている。 

    加えて、女性の労働力人口比率1-1)は、依然として男性に比べると 25％程度低いが、女性

の社会進出に伴って徐々に高まりを見せており、その差は縮まりつつある。 

    こうした傾向は、加工品や中食・外食への需要を増加させるなど、今後の生鮮食料品の消

費形態に多様なニーズを生み出す一方で、消費量の減少につながるなど、卸売市場にとって

看過できない状況にある。 

 

⑵ 食料等消費量の動向 

人口の減少を背景として、国民の食料消費量は減少傾向にある。品目別では、野菜及び魚

介類が減少しているのに対し、果実及び肉類は微増傾向となっている。 

単独世帯の増加や女性の社会進出を背景として、家計の食料消費支出の構成割合は、生鮮

食品が昭和 45 年の 47％から平成 21 年の 29％と落ち込む一方で、外食、調理食品及び加工

食品の合計は、昭和 45 年の 44％から平成 21 年の 61％へと大きく上昇しており、加工食品

利用を含む食の外部化1-2)の進展が明らかである。 

 また、花きの消費は、平成 10 年頃までは拡大を続けてきたが、その後減少に転じている。 

 

２ 生鮮食料品等流通の変化 

⑴ 国内生産力の低下 

耕地面積の減少や耕作放棄地1-3)の増加、農業従事者の減少・高齢化の進行などを背景とし

て、農業の国内生産力が低下しており、農業総生産額は、昭和 59 年をピークとして減少傾

向で推移している。 

漁業についても、従事者の減少・高齢化が進行しており、また、我が国の周辺水域におけ

る水産資源の減少から、国内生産力は低下し、平成 20 年における生産量は、ピーク時であ

る昭和 59 年の半分以下へと大きく減少している。 

このように、我が国の生鮮食料品等の供給基盤となる農業、漁業ともに、生産構造の脆弱

化が顕著になっている。 

  

⑵ 出荷団体の大型化 

卸売市場に対する主な出荷団体である農業協同組合及び漁業協同組合は、５年前と比較し

て、ともに組合数が約２割減少する一方、１組合当たりの平均販売取扱高は増加しており、

出荷団体の大型化・集約化が進行している。 

こうした大型化・集約化によって生き残りを図る出荷団体は、多様なニーズに対応した商
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品の開発・流通に取り組むとともに、価格形成に対する発言力を強めている。 

なお、多くの出荷団体は、物流コストの削減やより高い売値を求めて、出荷先を選別・集

中させる傾向にある。 

 

⑶ 農業生産法人、産地直売所等の動き 

我が国の農業は、個人の農家が農地を所有して行う家族経営を中心に行われてきたが、近

年この形態は大きく変化している。農地を利用して自ら農業を行う農業生産法人1-4)は、平成

21 年には 11,064 法人となり、昭和 60 年から 3.5 倍に増加している。この中には、食品メー

カーや食品流通事業者が設立母体になっているものもある。 

また、平成 21 年 12 月には改正農地法1-5)が施行され、農業生産法人以外の法人でも一定の

条件を満たせば、農地を利用することなどが可能となった。この改正を受けて、農業を行う

法人の設立又は出資による農業参入等の動きが各地で生じると考えられている。 

    一方、地産地消1-6)の進展とあいまって、産地直売所1-7)の増加も指摘されており、平成 17

年の農林水産省の調査では、直売所の数は全国で 13,538 施設、利用者数は年間 2 億 3 千万

人とされている。 

また、野菜や米を消費者に直接販売する農業経営体、いわゆる「産直農家」が増えている。

平成 22 年の出荷先（農産物売上げ 1 位の出荷先）別の農業経営体数は、農業協同組合が 101

万、卸売市場が 9万となり、5年前に比べてそれぞれ 20％、19％減少している一方で、消費

者に直接販売する経営体は 15 万で、5 年前に比べて 2.4 万（19％）の大幅増加となっている。 

   

⑷ 専門小売店等の減少 

青果店、鮮魚店といった食料品の専門小売店等（食料品等の専門店及び中心店をいう。以

下同じ。）は、東京都が平成 21 年に実施した市場流通推計調査によれば、卸売市場から搬

出される水産物及び青果物の約２割を取り扱っている。 

しかし、少子高齢化や景気低迷により消費拡大が望めない中、小売業界の競争は激化する

一方となり、専門小売店等の店舗数・販売額は減少の一途をたどっている。加えて、店舗規

模が小さく品揃えに限界がある、その結果、ワンストップ1-8)での買い物ができない、また個

人経営が多く後継者問題を抱えているなど、専門小売店等は苦戦を強いられており、今後も

厳しい状況が続くとみられる。 

 

⑸ 量販店のシェア拡大 

東京都が平成22年に実施した「食品の購買意識に関する世論調査」において、都民の約８

割が生鮮食料品の購入先として「量販店（スーパー・生協店舗）」を挙げており、量販店は、

都民の生鮮食料品の購入先として、圧倒的なシェアを確保している。 

東京都内の量販店のうち、特に食料品専門スーパー1-9)は、平成 11 年の 1,197 店舗から平

成 19 年の 1,315 店舗へと拡大しているが、最近では、オーバーストア1-10)による過当競争と

景気低迷による苦境が続き、量販店全体では販売額は頭打ちの状況にある。 

このような状況の中、量販店は、単なる低価格販売以外において他社との差別化を図り、

競争を勝ち抜くための活路を見い出そうとしている。とりわけ、メーカーや産地と協力して

高品質・低価格を実現した自社ブランド商品、いわゆる「ＰＢ（プライベートブランド）商

品1-11)」の開発、国内外の産地からの直接買入れ、そして「ネットスーパー1-12)」など宅配サ

ービスへの取組については、今後流通業界に大きな影響を及ぼすといわれている。 
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⑹ 業態の多様化の進展 

近年、生鮮食料品等を取り扱う業態の多様化が著しく進み、流通の主体やあり方が変わり

始めている。 

コンビニエンスストアは、生鮮食料品等の販売を開始し、24時間営業や消費者に身近な立

地条件等、利便性の良さを活かして急速に成長している。中でも、100円程度の定価・低価

格設定で生鮮食料品やＰＢ商品を販売する「生鮮コンビニ1-13)」の成長が著しい。これは、

昨今増加している単身者・高齢者や少人数世帯を中心に、消費者のニーズを的確に反映した

結果といえる。 

また、既存の量販店や店舗を持たない宅配専門業者等が、インターネットで注文を受けて

生鮮食料品等を個人宅へ即日配達するネットスーパーも普及し始めている。店舗での買い物

や荷物の運搬が不要な点が評価され、共働き家庭や体力に不安のある高齢者が増加している

現代においては、今後成長が見込まれている。 

一方、飲食業や小売業などの業務向けに、キャッシュアンドキャリー1-14)を行う店舗が増

え始めている。販売時に現金にて決済を行い、購入者が自ら商品を持ち帰る形態を取ってお

り、販売者が配送等のサービスを行わないことで低価格を実現している。また、生鮮食料品

等や厨房用品等を中心に多数のアイテムを揃えて、ワンストップで買い出しができる利便性

が評価されている。この業態の利用者は、卸売市場の顧客と重なることもあり、卸売市場に

与える影響も少なくないとみられている。 

 

  ⑺ 買い物難民問題の表出 

地域の小売店が減少した結果、自動車や自転車で遠出ができない高齢者等にとって、生鮮

食料品等の購入が困難になるといった「買い物難民1-15)」の問題が指摘されている。平成22

年５月の経済産業省の報告書では、「流通網や交通網の弱体化とともに、食料品等の日常の

買い物が困難な状況に置かれている人々」が、全国で600万人程度と推計されるとしている。 

    こうした状況の中、都市部のスーパーでは、消費者の徒歩圏内に小規模店舗を数多く出店

する企業も出現している。 

    卸売市場はこれまで、どちらかといえば中小零細な地域の小売店を通じて消費者に生鮮食

料品等を供給してきたが、買い物難民問題が指摘され始めた今日、改めて卸売市場の存在意

義を考える必要がある。 

 

  ⑻ 市場外流通の増大と卸売市場経由率の低下 

生鮮食料品等の流通チャネルは、卸売市場を通じた流通のみならず、大口需要者による産

地との直接取引やインターネット・宅配便を利用した販売、産地直売所による販売など、多

元化している。 

また、少子高齢化、単独世帯の増加、女性の社会進出等の社会環境の変化を背景として、

加工品及び中食（惣菜等の調理済み食品）・外食の割合が増加するとともに、国内生産力の

低下、円高・輸入価格の低下等を背景として、主に市場外の商社及び食品卸会社による、外

国産農産物及びその加工品の輸入が増加している。 

これらの流通チャネルの多元化、加工品や中食・外食の需要増、輸入品の増加等といった

要因が複合的に重なり合った結果、我が国の生鮮食料品等の流通においては、総じて市場外

流通が増大し、卸売市場経由率は低下している。 

平成元年には、水産物の 70％以上、青果物の 80％以上は卸売市場を経由して消費者に供

給されていたものの、平成 19 年には、両部類ともに約 60％にまで低下している（図１参照）。 

なお、国産青果物に限った卸売市場経由率は、直近の平成 18 年から 19 年にかけては 1 年



間で 5％低下しているものの、なお約９割を維持しており、卸売市場はその流通において依

然として重要な役割を担っている（表１参照）。 

 

   

 

卸売市場経由率の推移 
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   （注）卸売市場経由率は、国内で流通した加工品を含む国産及び輸入青果物、水産物、食肉、花きのうち、

卸売市場（水産物についてはいわゆる産地市場の取扱量を除く。）を経由したものの数量割合（花きにつ

いては金額割合）の推計値。 

 資料：農林水産省「卸売市場データ集」   

 

表１  国産青果物の卸売市場経由率の推移 

年度 １４ １５ １６ １７ １８ １９ 

青果 ９３％ ９３％ ９３％ ９１％ ９２％ ８７％ 

資料：農林水産省「卸売市場データ集」 

 

３ 食に対する意識の変化 

⑴ 食の安全・安心に対する要請の高まり 

近年、食品の不適正表示や食品事故等、消費者に不安を生じさせる事件・事故が後を絶た

ない。このような中、消費者の食の安全・安心に対する要請は、ますます高まっている。 

前出の平成 22 年「食品の購買意識に関する世論調査」において、都民に生鮮食料品を購

入するときに重視していることを聞いたところ、「鮮度」が 84.7％でトップである。また、

生鮮食料品の安全性について、前回調査を上回る全体の 65.6％が「以前より気にするように

なった」と回答している。 

卸売市場にとって、品質・衛生管理、表示の適正化、消費者とのリスクコミュニケーショ

ン1-16)、トレーサビリティ等の取組を強化し、市場で取り扱う生鮮食料品等への信頼を確保・

維持していくことは、最も重要な課題のひとつである。 

 

⑵ 多様化・個性化・高度化する消費者ニーズ 

消費者の購買行動にも変化がみられる。家計における生鮮食料品への支出は減少傾向にあ

る一方で、惣菜等の調理食品（中食）への支出は緩やかに増加しており、食品の調理を家庭

外に求める動き、いわゆる食の外部化が進展している。 
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また、景気低迷により消費者の低価格志向は再び強まってきているが、価格以外の要素を

重視して食品を購入する動きも依然として強い。鮮度や安全性、更には味へのこだわりとし

て、生産者、産地や生産過程等が特定されたブランド商品を求める向きもある。 

こうした消費者ニーズの多様化・高度化へ的確に対応していくために、卸売市場はそれぞ

れの地域特性や取引状況等を踏まえ、独自の流通チャネルの開拓にも積極的に取り組み、豊

富で多様な品揃えを実現する必要がある。 

 

４ 国の卸売市場整備基本方針 

農林水産省が平成 22 年 10 月に策定した卸売市場整備基本方針では、今後の卸売市場につい

て、①コールドチェーンシステム1-17)の確立を始めとした生産者及び実需者のニーズへの的確

な対応、②公正かつ効率的な取引の確保、③食の安全や環境問題等の社会的要請への適切な対

応、④卸売市場の機能・役割分担の明確化による効率的な流通の確保、⑤卸売業者及び仲卸業

者の経営体質の強化、⑥経営戦略的な視点を持った市場運営の確保、を基本として整備及び運

営を行うとしている。 

また、この基本方針では、特に次の事項について卸売市場の開設者等の取組を求めている。 

 

⑴ 卸売市場の適正な配置 

大規模な中央卸売市場と中小規模の中央卸売市場との間での機能・役割分担の明確化を図

り、効率的な流通ネットワークを構築する観点から、大型産地からの荷を大量に受け、周辺

の中小規模の中央卸売市場と連携した流通を行う役割を担う中央卸売市場を、新たに中央拠

点市場として位置付ける。 

また、取扱数量が減少するなど一定の指標（再編基準）に該当する中央卸売市場（これに

準ずる市場を含む。）については、①市場運営の広域化（広域の開設者への地位の承継）、②

地方卸売市場への転換、③他の卸売市場との統合による市場機能の集約、④集荷・販売面に

おける他の卸売市場との連携、⑤卸売市場の廃止その他市場流通の効率化のいずれかの措置

に取り組む。 

 

⑵ 卸売市場施設の整備 

コールドチェーンシステムの確立に対する生産者及び実需者のニーズへ早急に対応する

ため、低(定)温管理施設を計画的に配置する。特に中央卸売市場においては、このための数

値目標や方針を策定する。 

また、中央卸売市場においては、温室効果ガスの削減に向けて、数値目標や方針を策定し、

計画的に取り組む。 

 

⑶ 取引等の合理化及び品質管理の高度化 

迅速かつ機動的な取引による実需者ニーズへの的確な対応と卸売業者や仲卸業者の負担

軽減を図るため、事務の簡素化の徹底を図る。 

    また、開設者、卸売業者、仲卸業者等は、荷受けから配送に至るまでの各段階において品

質管理の高度化に取組む。 

 

⑷ 卸売業者及び仲卸業者の経営近代化 

    卸売業者及び仲卸業者の経営規模の拡大への取組を推進するとともに、加工処理機能、情

報の受発信機能等の強化に取り組む。 
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⑸ 経営戦略の確立 

中央卸売市場においては、それぞれの卸売市場の位置付け・役割、機能強化の方向等を明

確にし、開設者及び市場関係者が一体となって、卸売市場全体の経営戦略的な視点から、経

営展望を策定するなど、経営戦略を確立する。 



第２ 東京都における卸売市場の取引等の現状 

 

１ 取扱数量及び取扱金額 

東京都の卸売市場の取扱金額は、中央卸売市場、地方卸売市場を合わせ、水産物が 4,661 億

円、青果が 6,521 億円、食肉が 971 億円、花きが 980 億円となっている（平成22年）。このう

ち、中央卸売市場のシェアは、水産物が 99.5％、青果が 82.7％、食肉が 100％、花きが 91.3％

となっている。 

東京都の中央卸売市場は、その取引規模や交通の利便性等から首都圏における集散市場の役

割を果たしており、取扱数量の３割以上を隣接する３県に供給している（図２参照）。 
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図２ 搬出地域分布 

資料：東京都中央卸売市場「市場流通推計調査（平成 21 年 12 月実施）」から集計 
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⑴ 中央卸売市場 

ア 水産物 

水産３市場の合計は、平成22年の取扱数量で 56 万 9 千トン、取扱金額で 4,640 億円で

あり、取扱数量・金額ともに全国でトップである。 

しかし、取扱数量は昭和62年の 89万トンをピークに減少傾向にあり、平成22年は昭和

62年に比べ約36％減少している。また、取扱金額は平成２年の 8,437 億円をピークに減少

傾向にあり、平成 22 年は平成２年に比べ約 45％減少している（図３参照）。なお、最近

10年間の推移では、取扱数量の減少が約21.2％であるのに対し、取扱金額の減少は約27.5％

であり、商品の低価格化傾向を示している。 

　　　　　　東京都中央卸売市場における取扱数量及び金額の推移（水産物）
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図３ 水産物） 東京都中央卸売市場における取扱数量及び金額の推移（

資料：東京都中央卸売市場年報 

 

市場別にみると、築地市場の取扱数量が最も多く、東京都中央卸売市場全体の約 94％を

占めている。しかし、平成22年の取扱数量は昭和62年と比較して約35％の大幅な減少と

なっている（図４参照）。足立市場と大田市場の取扱数量も同様に大幅な減少となってい

る。 
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　　　　　　市場別取扱数量の推移（水産物）
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図４ 市場別取扱数量の推移（水産物） 

資料：東京都中央卸売市場年報

築地市場

足立市場
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資料：東京都中央卸売市場年報 



   また、形態別にみると、鮮魚は取扱数量を維持しているのに対して、冷凍魚・加工品は

取扱数量を減らしている（図５参照）。こうしたことから、冷凍魚・加工品が市場外流通

に移行したことにより取扱数量が減少していると考えられる。 
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イ 青果 
資料：東京都中央卸売市場年報 

図５ 年次別・形態別取扱数量 

青果９市場の合計は、平成22年の取扱数量で 204 万 4 千トン、取扱金額で 5,394 億円で

あり、取扱数量・金額ともに全国でトップである。 

しかし、取扱数量は昭和62年の 293万 3 千トンをピークに減少傾向にあり、平成22年

は昭和 62年に比べ、約30％の減少となっている。また、取扱金額は平成３年の 7,705億円

をピークに減少傾向にあり、平成22年は平成３年に比べ、約30％の減少となっている（図

６参照）。なお、最近 10 年間の推移では、取扱数量の減少が約 18％であるのに対し、取

扱金額の減少は約7％にとどまっており、水産物のような低価格化傾向はみられない。 

 

 

　　　　　　東京都中央卸売市場における取扱数量及び金額の推移（青果）
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図６ 東京都中央卸売市場における取扱数量及び金額の推移（青果） 

資料：東京都中央卸売市場年報 



市場別にみると、平成元年から平成22年までの間で、大田市場の取扱数量の増加幅が最

も大きい。一方、世田谷市場では、同期間において約 67％と最も減少率が大きく、また豊

島・淀橋・多摩ニュータウン市場も40％以上の減少となっている。 

この結果、東京都中央卸売市場全体に占める大田市場の取扱数量のシェアが年々高ま

り、平成22年で約43％となっている（図７参照）。 

このような都内の各市場間の格差拡大は、大型化した産地が出荷先卸売市場の選別を強

化したことが一因と考えられる。 

　　　　  市場別取扱シェアの推移（青果）
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資料：東京都中央卸売市場年報
資料：東京都中央卸売市場年報 

 

野菜・果実別にみると、野菜に比べて果実の取扱数量の減少幅が大きい。この要因とし

ては、果実の消費に占める輸入品・加工品の割合が増加し、これらの商品が市場外流通に

移行したことが考えられる（図８参照）。 

 

 図８ 野菜・果実別取扱数量の推移 

 
 資料：東京都中央卸売市場年報 
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ウ  食肉 

牛肉については、平成３年から輸入自由化が実施され、食肉市場での輸入牛肉の取扱い

が大幅に減少した。取扱数量は平成元年をピークに平成５年頃まで減少したが、平成６年

以降、輸入牛肉との棲み分けが一段落したことなどにより、減少傾向に歯止めがかかった。 

平成 13 年には国内でのＢＳＥ（牛海綿状脳症）2-1)発生による需要の減少から、取扱数

量・金額ともに低下したが、平成 15 年以降、アメリカでのＢＳＥ発生に伴う輸入牛肉の

品薄から、高値での推移へと転じた。その後、輸入再開や低価格志向などにより、平成 20

年以降は取扱金額が減少に転じている。 

平成22年の牛肉の取扱数量は６万４千トン、取扱金額は 886 億円である（図９参照）。 

 - 12 -

 

　　　　　 　東京都中央卸売市場における取扱数量及び金額の推移（牛肉）
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資料：東京都中央卸売市場年報 

豚肉については、国内生産量の減少、産地食肉センター2-2)等による産地と畜の増加、産

地の遠隔化及び輸送コストの増大等による影響を受け、取扱数量は長期的に減少傾向にあ

る。平成22年の取扱数量は 1.6 万トン、取扱金額は 63 億円であるが、これは 10年前と比

べ、数量で約53％の減少、金額で約56％の大幅な減少となっている（図 10 参照）。 

 

　　　　 　東京都中央卸売市場における取扱数量及び金額の推移（豚肉）
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図 10 東京都中央卸売市場における取扱数量及び金額の推移（豚肉） 

資料：東京都中央卸売市場年報
資料：東京都中央卸売市場年報 



 

 

エ  花き 

花き５市場の合計は、平成22年の取扱金額で 895 億円である（図 11 参照）。 

東京都における花きの中央卸売市場は、昭和63年の北足立市場開場後、大田、板橋、葛

西、世田谷の各市場が順次開場した。  

これは、複数の地方卸売市場を廃止統合して中央卸売市場としての整備が進められたも

のであり、この結果、中央卸売市場としての平成22年の取扱金額は、平成元年の100億円

の約９倍と大きく増加した。 

平成 22年の市場別取扱金額をみると、全５市場に占める大田市場のシェアが約56％とな

っている。 

地方卸売市場を含めた都内卸売市場全体の取扱金額でみると、平成元年は 814 億円であ

ったが、ガーデニングブーム等もあり平成10年には 1,205億円と増加した。しかし、その

後は減少に転じ、平成22年の取扱金額は 980 億円となっている（図 12 参照）。 

 

　　　　　　市場別取扱金額の推移（花き）
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資料：東京都中央卸売市場年報 

　　　　　　東京都の卸売市場における取扱金額の推移（花き）

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

平元 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 １０年 １１年 １２年 １３年 １４年 １５年 １６年 １７年 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年

資料：東京都中央卸売市場年報・東京都地方卸売市場年報

億円
図 12 東京都の卸売市場における取扱金額の推移（花き） 

中央卸売市場
地方卸売市場
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⑵ 地方卸売市場 

地方卸売市場は、平成23 年５月現在、都内に17 市場ある。その内訳は、水産３市場、青

果７市場、花き７市場となっている（表２参照）。 

 

                        表２    東京都の地方卸売市場数 

区  部 多摩地域 合 計  

昭和 

60年 

平成 

23年 

昭和 

60年 

平成 

23年 

昭和 

60年 

平成 

23年 

水産物市場 － －     2     3     2      3 

青果市場     4      1    16     6    20      7 

青果・水産市場 － －     2     0     2      0 

花き市場    36      3     6     4    42      7 

   合  計    40      4    26    13    66     17 

                                          資料：東京都地方卸売市場概要 

 

 

ア 水産物 

平成22 年の取扱数量は 1,758 トン、取扱金額は21 億円である。取扱数量は平成元年の

8,338 トンをピークに減少傾向にあり、その後一時増加したものの、平成14年には１市場

の卸売会社が廃業し、取扱数量・金額とも更に大きく減少した（図 13 参照）。 

   

　　　　　　　　東京都の地方卸売市場における取扱数量・金額の推移（水産物）
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図 1 水産物）3 東京都の地方卸売市場における取扱数量及び金額の推移（
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イ 青果 

平成22年の取扱数量は 45 万 2 千トン、取扱金額は 1,127 億円である。取扱数量は、ピ

ークの昭和62年（70万１千トン）に比べ約36％減少しており、取扱金額はピークの平成３

年（1,641億円）に比べ約31％減少している（図 14 参照）。 

 

　　　　　  　東京都の地方卸売市場における取扱数量・金額の推移（青果）
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資料：東京都中央卸売市場年報  

 

ウ 花き  

平成22年の取扱金額は 85 億円で、ピークの平成２年（722億円）から約88％減少した（図

15）。その主な要因は、地方卸売市場を中央卸売市場に統合してきたためであり、都内の

花き地方卸売市場の数は、昭和60年の 42市場から平成22年には７市場へと減少している。 

 

  　　　　東京都の地方卸売市場における取扱金額の推移（花き）
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図 15 移（花き） 東京都の地方卸売市場における取扱金額の推

資料：東京都中央卸売市場年報 
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２ 市場関係業者の経営状況 

⑴ 中央卸売市場 

ア 卸売業者 

卸売業者の経営状況は全国平均より総じて良好であるが、厳しい状態が続いている。 

水産物部では、近年、受託品の取扱数量が減少するとともに買付品の単価が下落し、売

上高が低下している。営業利益率2-3)及び経常利益率2-4)は他の部類に比較して低迷しており、

深刻な状況が続いている（平成 21 年度平均：営業利益率 0.11％、経常利益率 0.35％）。 

青果部では、水産物部と同様に受託販売が減少し買付販売は増加しているが、全体の売

上高は低下している。営業利益率、経常利益率等の経営指標も低下傾向にある（平成 21

年度平均：営業利益率 0.39％、経常利益率 0.50％）。なお、市場間の取扱高の格差が広が

り、集荷力が弱い市場の卸売業者については経営基盤の強化が必要となっている。 

食肉部では、過去５年間（平成 17 年から平成 21 年まで）で牛の取扱数量は約４％増え

ているが、牛枝肉価格の低迷から売上高は減少した。また、豚については、取扱数量・売

上高ともに低下しており、集荷力の向上が求められている。 

花き部では、大田市場の取扱数量が全体の半数以上を占め、他市場と売上高に著しい格

差が生じており、集荷力が弱い卸売業者の経営基盤の強化が不可欠となっている。 

 

イ 仲卸業者 

仲卸業者数について、平成元年から平成21年までの推移をみると、市場取扱数量に連動

するように減少しており、平成元年に1,794社であったものが、平成21年には1,303社と

27.4％の減少となり、その約８割を水産物部が占めている。 

仲卸業者の事業報告書（平成21年の事業期間に関わるもの）を基に集計したところ、前

年に比べ１社当たりの売上高は96.2％と減少し、７割近くの業者が減収となっている。借

入金比率では、全体の約１割の業者が無借金経営をしている一方で、約３割の業者は借入

金比率が100％を超えており、債務負担が重くなっている。 

水産物部では、約半数の業者が経常赤字や債務超過に陥っており、その割合は他の部類

と比較して最も大きい。また、流動比率2-5)や自己資本比率2-6)も低く、経営状態の悪い状況

が続いている。なお、売上高10億円未満の小規模事業者がほとんどであり、安定的な経営

規模が確保できない状況にある。 

水産物部以外の部類においても、前年に比べ１社当たりの売上高はすべて減少している。

また、経常赤字会社の割合は、青果部で約４割、食肉部で約２割、花き部で約３割となっ

ている。 

 

⑵ 地方卸売市場 

東京都の地方卸売市場はすべて民営の市場であり、ほとんどの市場で卸売業者が開設者を

兼ねている。また、複数の市場で業務を行う卸売業者もいる。 

青果部の卸売業者の経営状況をみると、年間取扱金額が 700 億円近い卸売業者が１業者、

約210億円の卸売業者が１業者あり、この２業者で取扱金額（都内の青果地方卸売市場全体）

の 80％を占める一方、10億円未満の卸売業者が２業者あり、規模の格差が大きい。 

施設の維持及び拡充は開設者自らが行うが、取扱金額の大きい一部の卸売業者を除き経営

基盤が弱く、施設整備のための資金確保が課題となっている。 
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第３ 卸売市場整備基本方針 ～卸売市場の将来を見据えて～ 

卸売市場を取り巻く環境や東京都における卸売市場の現状をみると、卸売市場をめぐる状況は

一段と厳しさを増している。 

このような現状の下で、今後の卸売市場整備計画の前提として、卸売市場が果たしている役割

について改めて整理し、卸売市場における具体的な課題を踏まえて今後の方向性を見い出すこと

とした。 

 

１ 東京都における卸売市場の公共的役割 

   東京都の卸売市場は、人の生命・健康に直接関わる食料を円滑かつ安定的に供給し、都民の

台所として重要な役割を担っており、社会的インフラのひとつとして、以下に掲げる公共的な

役割を担っている。 

 

⑴ 都民の食生活の安定を担保 

卸売市場で取り扱う生鮮食料品等は、日々の必需品である一方、生産段階で天候等の影響

を受けやすく、供給が不安定である。また、商品の劣化が早く、品質低下により商品価値が

短期間に失われる。卸売市場は、こうした特徴がある生鮮食料品等について、多種多様な品

目を大量に集荷し、生産者と量販店等の実需者のニーズを調整することでリスクを分散し、

それぞれの事業継続を可能としている。これは、生産者と実需者との直接取引のみでは実現

困難なものであり、都民が豊かで安定した食生活を送る上で不可欠である。 

また、卸売市場は、市場見学や各種の講習会等を通じて食育・花育等に貢献しているほか、

多様な食材や食に関する情報等を提供し、食文化の一翼を担っている。 

 

⑵ 都民の食の安全を確保 

卸売市場では、そこで取り扱う生鮮食料品について、衛生管理の徹底や品質の保持を図る

ため、法令等の適切な運用や必要な施設整備がなされている。これらにより、卸売市場は、

都民の食の安全確保において極めて重要な役割を果たしている。 

 

⑶ 生産者・実需者がいつでも利用できる開かれた取引の場 

卸売市場は、生産者や実需者が必要なときに必要に応じて利用できる開かれた取引の場で

ある。生産者は卸売市場を利用することで安定した出荷が可能となる一方、実需者は誰もが

多種多様な商品を必要な時に調達できるといった利便性を備え、さらに卸売市場は情報集

積・交換の場ともなっており、きめ細かな生鮮食料品等供給を行う社会的インフラとしての

役割を果たしている。 

なお、築地・大田・食肉といった市場は、全国の商品価格形成をリードする建値市場3-1)と

しての役割を実質的に果たしている。 

 

このように、卸売市場は公共的性格の強い役割を担っている。また、依然として青果・水産

物の約６割が卸売市場を経由しており、都民の安定した食生活を実現する上で、卸売市場が担

う責任は重い。 

こうしたことから、東京都は、今後も着実に卸売市場を運営していく必要がある。 

 

２ 中央卸売市場整備の方針 

上記の公共的役割を踏まえ、東京都は、中央卸売市場の整備について以下の方針により着実

に推進すべきである。 
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しながら、東京都中央卸売市場水産物部及び青果部における卸売場の低(定)温化率

は

きである。 

     

従来、東京都の中央卸売市場における低(定)温卸売場、低(定)温倉庫等の整備は、付

から、特に水産物部及び青果部について、低(定)温卸

売

やかに分荷して搬出する通過点（フローポ

イ

 

⑴ 都民の食の安全・安心への期待に応える 

都民が「市場を経由した生鮮食料品は安全・安心である」と感じられるよう、品質管理の

向上を目的とした施設整備や適正な衛生管理の実施等により、食の安全・安心に対する期待

に応え、都民の食生活を支えていく。 

 

⑵ 生産者・実需者の多様なニーズに応える 

    生産者や、量販店から専門小売店までの実需者など、卸売市場に対する様々なニーズに応

じた環境を整備し、卸売市場の機能を強化していく。 

 

⑶ 市場の活性化を図る 

    市場業者の経営基盤強化に向けた取組等を支援することなどにより、卸売市場の活性化を

図っていく。 

 

⑷ 財政基盤を強化する 

卸売市場の機能維持・強化を図り、都民の食生活を安定的に支えていくための基礎として、

財政基盤を強化する。 

 

３ 中央卸売市場整備の具体的な施策の方向性 

上記で述べた整備の方針の下に、具体的な施策の方向性について、現状の課題を把握した上

で以下のように整理した。 

 

⑴ 卸売市場の機能強化に向けて 

ア 卸売場等の低(定)温化によるコールドチェーンの確立 

生鮮食料品等の流通においては、生産者から消費者に至るまで、品質や価値を維持しつ

つ安全で新鮮な商品の受渡しが可能となるコールドチェーン3-2)の確立が不可欠である。食

品の安全性に対する消費者ニーズの高まりを受け、産地や量販店、外食・中食事業者等は

品質管理の高度化を進めており、卸売市場に対しても同様の品質管理の対応を求めている。

しか

平均で約 33％であり、また、20％未満の市場も５か所あるなど、品質管理の要請に十分

に応えきれていない状況にある。 

このため、下記の取組を推進すべ

    ① 

加的な施設整備とされてきた。 

今後は、食の安全・安心の観点

場を積極的に整備していく。整備に際して、東京都は開設者として主体的に関与する

とともに、東京都と市場関係業者は、整備の負担区分や整備後の運用方法等について十

分な協議を行う。また、取扱商品に適した温度帯の設定など品質管理の仕組みを構築す

るとともに、市場ごと・売場ごとに、日照・通風等の環境、取扱品目、商品滞留時間等

の状況が異なり、売場によっては必ずしも低(定)温化を必要としないところもあること

から、実態を踏まえた適切な整備を行う。 

なお、卸売場は本来的に集荷した商品を速

ント）であり商品を保管するストックポイントではないこと、低(定)温化のための整
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② 管を主な目的とした低(定)温倉庫等の整備については、従来どおり市場関係業者が

 

 中央卸売市場の使用施設ごとに設置が義務付けられている品質管理責任者の下、施設

 

イ 加工・パッケージ施設など多様なニーズへの対応 

パッケージ・ピッキング施設、保管

施

品スーパー、外食・中食事業者等は、小売段

階

関連事業者の店舗内で、不十分な

ス

    の付加価値施設については、市場用地貸付制度3-3)の活用

 

ウ 物流の改善 

   ける物流は、産地・出荷者からの生鮮食料品等の「搬入物流」、卸売業者

推進すべきである。 

 

① 一部の市場においては荷捌き施設が不十分で、屋外の通路や駐車場等で荷捌きをして

ついて、物流改善の観点から検討する。 

 

 市場内の物流を円滑化するため、全市場関係者が協力して、場内物流運営体制の効率

 

 物流コストの縮減や省資源の観点から、通い容器3-4)の利用促進を図る必要がある。こ

備及び運用のコストがかかること、エネルギーの消費及び環境負荷を伴うことなどに留

意し、適切な施設整備を行う。 

 

保

主体的に取り組む。 

③

ごとの温度管理や清潔・衛生保持など、品質管理等の徹底を図る。 

これまでの東京都の卸売市場整備計画では、加工・

設、配送施設等のいわゆる「付加価値施設」については、市場の本来機能ではないとの

理由から、あまり重視されてこなかった。 

しかし、流通の川下である専門小売店、食

での省力化・省スペース化・在庫縮小・廃棄物発生抑制などの観点から、生鮮食料品等

の納入者側に、一次加工やパッケージ、店舗単位・時間単位での配送などを求めている。

都民・消費者の加工品への依存や食の外部化が進展している今日、市場関係業者は、こう

した川下側の多様なニーズに応えていく必要がある。 

現在、東京都の中央卸売市場においては、仲卸業者や

ペース・設備の下、保管、加工処理、配送などの業務を行うことが多く、衛生的で機能

的な施設が少ない現状にある。 

 このため、加工・パッケージ等

も踏まえ整備していく必要がある。 

  卸売市場にお

から仲卸業者への荷の引渡し等の「場内物流」、仲卸業者・売買参加者・買出人等による

市場外への「搬出物流」がある。こうした物流の効率化の取組は、市場関係者の努力によ

り様々な形で進められてきたが、大量の商品を短時間に荷捌きする卸売市場においては、

車両等が輻輳し場内が混雑するといった状況がある。このため、各市場においては、更な

る物流の改善を図る必要がある。 

こうした観点から、下記の取組を

いる実態がある。卸売市場における荷捌き機能を強化するため、各市場の実情や特性に

応じて、荷捌き施設等の整備を進める。 

また、卸売場や荷捌き場の有効活用等に

②

化、場内動線の見直し及び場内交通ルールの確立及び遵守、共同配送の推進等に取り組

む。 

③

のため、市場関係者は、各市場の実態に応じて、返却のための保管場所の確保や早期返
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エ 食の安全・安心の確保 

品事故等が発生し、食の安全・安心に対する都民の要請はます

ま

ともに、このことにつ

い

    ① 業務運営上の取組 

衛生法3-5)等の法令に基づく市場衛生検査所による監視・指導や検

査

こうした取組に加えて、食品事故等へ迅速かつ的確に対応するた

め

質・衛生管理について正確な知識を身に付けた

上

心の確保は、全市場関係者に課された重要な責務である。このため、卸

売

下記の取組を推進すべきである。 

ⅰ ため、東京都及び各市場の卸売業

  ⅱ

ⅲ 場の清潔・衛生保持、食品安全の徹底のために、市場衛生検査所の指導の下、

ⅳ 者が自主的に作成している品質管

 

却を呼び掛ける啓発活動、利用者間の費用負担のあり方の検討等に取り組む。 

 

近年、国内外で様々な食

す高まっている。前述のとおり、「食品の購買意識に関する世論調査」において、都民

に生鮮食料品を購入するときに重視していることを聞いたところ、１位は「鮮度」であり、

また、食品の安全性について「以前より気にするようになった」との回答が前回調査を上

回るなど、食の安全・安心に対する都民の関心の高さが分かる。 

卸売市場においては、日々の業務を通じて食の安全を確保すると

て適切に情報提供することにより、食の安心を確保することが必要である。このため、

下記の取組を推進すべきである。 

 

 

卸売市場では、食品

、開設者による指導等により有害な食品や法令に違反する食品を流通させない体制が

整備されている。 

中央卸売市場では、

、平成 15 年度より、東京都、卸売業者、仲卸業者から選任した安全・品質管理者（Ｓ

ＱＭ）3-6)を各市場に配置することにより、各市場間及び市場内の連絡体制を強化し、品

質・衛生管理の向上を目指している。 

また、個々の市場関係業者が食品の品

で、毎日の業務の中で店舗の清掃や食品の温度管理等に自主的に取り組んでいくこと

が重要であることから、東京都は、平成 18 年度からは卸売業者に対して、平成 19 年度

からは仲卸業者に対して、業者自らが品質管理マニュアル3-7)を策定するよう支援・指導

している。 

食の安全・安

市場において食品の安全性を確保するため、品質・衛生管理の高度化を図るとともに、

「人の健康を損なうおそれのある食品は市場に入れない、市場から出さない、市場で作

らない」を基本姿勢として、今後とも上記の取組を推進すべきである。また、こうした

取組を積極的に都民に公表し、卸売市場を経由する食品に対する安心感を醸成していく

必要がある。 

具体的には、

 食品事故や事件への迅速かつ的確な対応を図る

者・仲卸団体に設置している安全・品質管理者（ＳＱＭ）のネットワークを引き続き

活用し、違反食品等の排除・回収等、卸売市場における危機管理対策を推進する。 

 市場関係業者は、食品の衛生保持のための温度管理、施設や用具等の洗浄・殺菌、

品質管理の責任者の設置と責務の明確化など、一層の品質・衛生管理の高度化に取り

組む。 

 卸売市

更なる衛生管理に努めるとともに、市場衛生委員会等の自主的な組織を活用し活動す

るなど、市場関係業者の衛生意識の向上を図る。 

 水産物部、青果部及び食肉部の卸売業者・仲卸業

理マニュアルについて、対象となるすべての業者が作成を完了するよう指導していく。

また、作成したマニュアルが不断に実践されること、こうした卸売市場における品
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質

ⅴ よる自主的な品質・衛生管理の取組を推進するとともに、

    

表示制度への対応 

    から平成 11 年にＪＡＳ法3-11)が改正され、生鮮品については

係業者に対する講習会の実施や巡回指導の実施等により、

市

     安全・安心を確保する上で、生鮮食料品等の情報を消費者に正しく伝えることは、

 

     トレーサビリティへの対応 

状脳症）の発生や食品偽装事件の発覚等により、消費者

の

中堅の食品スーパー、外食チェーン店、

ホ

     的な対応が

  者の食品の安全性に対する信頼を確保するため、市場

 

管理の努力を広く都民・消費者にＰＲすることが信頼を得るために大切であること

から、市場関係業者がマニュアルに基づく自主管理を進め、品質管理に万全を期して

いることを広報していく。 

 東京都は、市場関係業者に

卸売市場の信頼性向上を図るため、東京都食品衛生自主管理認証制度3-8)やISO90013-9)、

ISO220003-10)など第三者機関による認証を取得するための支援を検討する。 

 

② 食品

  消費者利益の保護の観点

平成 12 年 7月から原産地等の表示が、加工品については平成 13 年 4月から原材料名等

の表示が義務付けられた。 

中央卸売市場では、市場関

場で流通する食品の表示が適正に行われるよう努めてきた。平成18年度からは卸売業

者に対して、平成19年度からは仲卸業者に対して順次、品質管理マニュアルの策定を求

め、この中で適正な食品表示について、業者自らが取り組むべきこととして指導してい

る。 

 食の

極めて重要である。中央卸売市場は、ＪＡＳ法に基づく原産地表示や食品衛生法に基づ

く表示等について、市場衛生検査所その他関係行政機関の指導の下、引き続き適正な取

扱いがなされるよう取り組むべきである。 

③

我が国では、ＢＳＥ（牛海綿

食品の安全性に対する信頼が揺らぎ、食品の流通履歴を明確にできるトレーサビリテ

ィの確保が求められるようになった。このため、平成 15 年 3 月に農林水産省の補助事

業により「食品トレーサビリティシステム導入の手引き（食品トレーサビリティガイド

ライン）」が策定され、平成 15 年 6 月には牛肉トレーサビリティ法3-12)が、平成 21 年 4

月には米トレーサビリティ法3-13)が成立した。現在、牛肉及び米については、トレーサ

ビリティが法的に義務付けられているが、それ以外の食品についてはトレーサビリティ

の取組は各事業者の判断に委ねられている。 

しかし、消費者の意識の高まりから、大手・

テル・レストラン等は取引に当たってトレーサビリティを求めており、卸売市場にお

いてもこれに対応する業者が増えている。トレーサビリティシステムの導入に当たって

は、ラベル等による情報の伝達、情報の記録・整理・保管等、一定のコストが必要とな

るが、電子化の進展に伴い導入のためのツールは整ってきており、今後、中小の小売店

や飲食店等との取引に当たっても、順次、拡大していくものと思われる。 

 卸売市場は、商品・情報の結節点であるため、トレーサビリティへの積極

必要である。このため、市場関係業者は、生産者及び実需者等が取り組んでいるトレー

サビリティシステムに協力し、卸売市場における生鮮食料品等の履歴情報等の伝達・記

録・保管を充実すべきである。 

 また、東京都においても、消費

関係業者によるトレーサビリティシステムなどの先駆的な取組に対し、支援することを

検討すべきである。 
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オ 環境問題への対応 

と消費地の結節点として、また、都民の台所として旺盛な経済活動

が

の荷捌き作業による騒音等

が

 省エネ・地球温暖化対策 

等に対する品質保持を確保するための施設整備が進むにつ

れ

陽光発電装置等を整備し、大田市

場

び

中央卸売市場においては、一層の省エネ・地球温暖化対策を実施していく

必

平成 21 年３月に策定した「都有施設

ⅱ 場関係業者と協力して節電・節水等の省エネに取り組むとともに、太

購入について検討する。 

 

     自動車排出ガス対策 

スは、生鮮食料品等の運搬に使われる貨物自動車等や場内で使

用

、貨物自動車等については、９都県市によるディーゼル車規制3-18)などによ

り

害化率（電動車又は低排出ガス車の割合）は、平成

22

き推進するとともに、必要な充電設備

ⅱ リフト等は電動車又は低排出ガス車としているが、今後、低(定)温

卸売市場では、産地

営まれている。この結果、低(定)温卸売場・冷蔵庫等のエネルギー消費に伴う温室効果

ガスの発生、搬入・搬出等に使われる自動車からの排気ガスの発生、食品残渣や包装材等

の廃棄物の発生等により、環境に大きな負荷を与えている。 

また、市場関係車両による周辺道路の混雑や排気ガス、夜間

、市場周辺の市街地の環境に影響を及ぼしている。 

 

①

卸売市場では、生鮮食料品

て、市場全体のエネルギー需要が高まっている。 

東京都では、世田谷市場及び北足立市場において太

においてグリーン電力3-14)の購入を行っている。また、全市場を対象に省エネ型照明

器具への切替え、冷蔵冷凍庫の改修に伴う省エネ型冷凍機への交換等を実施している。 

平成 22 年には東京都環境確保条例3-15)が改正され、大規模事業所である築地、食肉及

大田の３市場が、「温室効果ガス排出総量削減義務と排出量取引制度3-16)」の対象とな

ったほか、その他の中央卸売市場についても「地球温暖化対策報告書制度3-17)」の対象

となった。 

このため、

要があり、下記の取組を推進すべきである。 

ⅰ 東京都は、市場施設の整備等に当たっては、

省エネ・再エネ等導入指針」に基づき、温室効果ガスの削減に資する設備等を積極的

に導入する。 

 東京都は、市

陽光発電設備等の自然エネルギーの活用等に取り組む。 

また、大田市場以外の市場においても、グリーン電力の

②

市場内の自動車排出ガ

される小型特殊自動車（ターレット式構内運搬車及びフォークリフト等）などから発

生する。 

このうち

、有害な排出ガスが大幅に削減されてきている。一方、中央卸売市場の小型特殊自動

車について、東京都は電動化補助事業を実施するほか、低(定)温卸売場等をクリーンゾ

ーンに指定し電動車以外の使用を禁止するとともに、平成17年5月から新規の登録は、

ターレット式構内運搬自動車は電動車のみ、フォークリフト等は電動車又は低排出ガス

車3-19)のみを認めることとした。 

この結果、小型特殊自動車の低公

年度末で約 81％となったが、卸売市場は生鮮食料品等を取り扱う場所であることを

踏まえ、更に以下の取組を推進すべきである。 

ⅰ 東京都は、小型特殊自動車の電動化を引き続

の整備を行う。 

 現在、フォーク

卸売場等の閉鎖型施設が増えてくることなどから、東京都は、新規登録のフォークリ
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     廃棄物対策 

、生鮮食料品等の搬送のために利用される容器類・パレット、輸送中の

荷

   関係者と協力して、食品リサイクル法3-20)及び容器包装リサ

場関係者と協力し、食品廃棄物のリサイクルが未実施の卸売

ⅱ 関係者と協力し、卸売市場への廃棄物の不法持込や投棄を

 

     周辺環境への配慮 

による周辺道路の混雑や排気ガス、夜間の荷捌き作業による騒音

等

地の確保を

求

市街地の中で、卸売市場がその役割を果たしていくためには、周辺住民の理解を

得

を推進すべきである。 

ⅰ ス、夜間の荷捌き作業による騒音など

ⅱ る。 

 

カ 災害等危機管理時の対応 

を有し、物流に適した施設構造となっている。このため、東

京

中央卸売市場と災害時の相

互

インフルエンザ等の発生時など

フト等について電動車に限定することを検討する。 

③

卸売市場では

傷みや加工等によって発生する魚腸骨・野菜くず等、大量の廃棄物が発生している。

こうした卸売市場で発生する廃棄物については、主たる排出者である市場関係業者で構

成する「協会」・「自治会」等で処理しており、東京都はこれらの団体に一定の補助金・

負担金を支出している。 

 また、東京都は、全市場

イクル法3-21)等の趣旨に則り、廃棄物の発生抑制及びリサイクルに取り組んできた。こ

の結果、廃棄物の量は減少しリサイクル率は向上しているが、今後も引き続き、下記の

取組を行う必要がある。 

ⅰ 東京都は、引き続き市

市場においては、東京都のスーパーエコタウン事業3-22)の事業者との連携等により、

リサイクルを推進する。 

 東京都は、引き続き市場

取り締まる。 

④

近年、市場関係車両

の周辺環境への影響は低下しており、これに伴い開設者への苦情も減少しているが、

一部の市場では、依然として車両や騒音に対する苦情が寄せられている。 

また、市場施設の改修等に当たって、地元区から緑化基準3-23)に基づく緑

められるが、既設の市場では敷地が狭あいであることなどから大きな課題となってい

る。 

既成

ることが不可欠であり、市場関係者は、周辺環境への負荷を可能な限り低減するよう

努力する必要がある。 

このため、以下の取組

 市場関係車両による周辺道路の混雑や排気ガ

を低減するため、場内交通動線や荷捌き場所等の場内ルールづくり、交通指導・取締

りなどについて、関係者で構成する交通委員会等を中心に推進する。 

 東京都は、市場施設の改修等に当たって、引き続き緑地の確保に努め

卸売市場は比較的広い敷地

都において震災が発生した場合、緊急物資等を受け入れ、都内各地への配送等を行う広

域輸送基地3-24) として活用するよう、東京都地域防災計画に定められている。現在、広域

輸送基地に指定されているのは、大田市場など７市場である。東京都中央卸売市場は、同

計画に則り、災害時に生鮮食料品等の調達・輸送を行う使命を有しているため、震災対策

マニュアルを整備し災害時に備えた訓練等を実施している。 

また、被災した市場への物資の提供等を目的として、全国の

応援協定を締結するなど、必要な対策を講じている。 

さらに、自然災害に加え、テロ等の武力攻撃事態や新型
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に

的な役割を十分に発揮していく

必

 

⑵ 卸売市場の活性化に向けて 

化・取引活性化 

卸業者、関連事業者等の市場関係業者が経

営

は、集荷力や販売力の強化、業務の効率化及び

コ

、市場関係業者の経営の健全性・効率性を確保するため、適切な指導・

監

 

① 卸売業者が取り組むべき事項 

全化を図るため、資本提携、合併、事業の譲渡し及び

ⅱ るため、①他の卸売市場の卸売業者との業務提携・ネット

ⅲ 能力や商品の企画提案力、販売力等を有する人材の

 

② 仲卸業者が取り組むべき事項 

め、①卸売業者、売買参加者等と連携し、新商品の開

ⅱ 取組を行うためには、一定の経営規模・経営体質が必要であるため、①経営

ⅲ 材の

 

③ 売買参加者が取り組むべき事項 

も、公的施設として適切に対応していく必要がある。 

社会的インフラである卸売市場は、災害時において公共

要があり、東京都及び市場関係業者は、ＢＣＰ（事業継続計画）3-25)の策定等を通じて、

災害時等における確実な業務継続体制の確立に引き続き努めるべきである。 

ア 市場関係業者の経営基盤強

卸売市場の活性化のためには、卸売業者、仲

の健全化・安定化に取り組むとともに、卸売市場全体の取引を活性化し、売上の拡大・

利益率の向上を図ることが必要である。 

このため、個々の市場関係業者において

ストの削減、卸売業者と仲卸業者等との連携、コンプライアンスの徹底等に取り組むこ

とはもとより、生産者及び実需者のニーズを踏まえたビジネスモデルを構築していくこと

が必要である。 

また、東京都は

督を行うべきである。 

ⅰ 経営規模の拡大及び経営の健

譲受け、業務の効率化、共同化によるコスト削減、非効率部門の見直し、多角的経営

の展開などを推進する。 

 集荷・販売力の強化を図

ワークの強化、広域にわたる市場間連携の推進、②仲卸業者や売買参加者等のほか、

異なる取扱部類に属する卸売業者はもとより、外部のベンダー等と連携し、新商品の

開発、商品のブランド化・高付加価値化、新規需要の開拓、実需者や消費者ニーズに

対応した出荷者への提案機能の強化、③農業生産法人等出荷者との中長期的な契約取

引など様々な取組を推進する。 

 経営の高度化を図るため、経営

確保・育成に取り組むとともに、情報技術の積極的・効果的な活用を推進する。 

ⅰ 販売・営業力の強化を図るた

発、商品のブランド化・高付加価値化、新規需要の開拓、実需者や消費者ニーズに対

応した出荷者への提案機能の強化、②販売先に対する顧客満足度を高めるため、商品

情報、消費動向、販売提案などリテールサポート（小売支援活動）3-26)の強化に取り

組む。 

 上記の

の内部努力はもとより、資本提携、合併、事業の譲渡し及び譲受けによる統合大型化

や多角的経営の展開の推進、②同業・異業の事業者との業務提携の推進、③配送業務

の高度化･効率化による顧客サービスの充実及びコスト削減などに取り組む。 

 経営の高度化を図るため、経営能力や商品の企画提案力、販売力等を有する人

確保・育成に取り組むとともに、情報技術の積極的・効果的な活用を推進する。 
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  る品揃えの充実や商品のブランド化など、出荷者、

ⅱ 同配送等による事業の効率化を図る。 

   

関連事業者が取り組むべき事項 

内部努力による経営・財務体質の強化はもとより、

ⅱ ーズに対応した営業時間の検討や

  

東京都が取り組むべき事項 

安定化は、卸売市場における円滑な生鮮食料品等流通を

士とともに、検査対象となった市場関係業者の経営

上

・

厳しい仲卸業者を対象に、公認会計士のほか、弁護士、中小企業

診

・

の業界団体が主催する経営改善の支援や市場の活性化等を目的とし

た

・

団体やグループ等が経営上の業務改善や新商品開発、販路拡大

に

ⅱ 実に実

ⅲ る業務規程例

 

イ 人材の育成 

性化を図る上で、卸売業者や仲卸業者等の市場関係業者の人材育成は重要

で

必要があるが、市場の活性化を

図

 

 せり人登録のための資格試験であるせり人の能力判定試験3-29)について、従業員の業

 ⅰ 地場産品の取扱の推進などによ

卸売業者等と連携し、実需や消費者ニーズに対応した付加価値の高いビジネスモデル

を展開する。 

 共同発注・共

④ 

ⅰ 経営体質の強化を図るため、①

同業種間における合併、事業の譲渡し及び譲受けによる統合大型化の推進、②仲卸業

者、売買参加者、その他同業者又は異なる事業者との連携を図りながら、市場の特性

を活かした事業の積極的な展開などに取り組む。 

 利用者に対する利便性の向上のため、利用者のニ

品揃えの強化を図る。 

⑤ 

ⅰ 市場関係業者の経営基盤の

支えていく上で必要不可欠である。東京都は従来から市場関係業者の健全な経営が確

立できるよう取り組んできたが、今後も、以下の取組を着実に実施する。 

・ 財務検査及び経営改善指導 

卸売市場に精通した公認会計

の問題点を明らかにした上で、改善指導、専門的助言を行う。 

 経営相談窓口 

主に経営状況の

断士等の相談員により、多様な相談ニーズに対応して的確な助言を行う。 

 講師派遣 

仲卸業者等

研修会等に対して、講師派遣等について積極的な協力を行う。 

 経営活性化支援 

仲卸業者等の業界

向けた活動において先駆的な取組を実施する場合に補助金を交付する。 

市場関係業者の経営の健全性を確保するため財務基準3-27)に基づく指導を着

施するほか、市場関係業者の統合・大型化に向けた取組を支援する。 

 市場関係業者からの各種書類の提出・報告等について、国が進めてい
3-28)の見直し等の動向を踏まえて、事務の簡素化の観点から、必要な検討を行う。 

卸売市場の活

ある。取引環境の変化に伴い、特定の商品に関する専門知識のほか、経営能力や企画提

案力、販売力等を有する人材の育成を図る必要がある。 

東京都としても、市場関係業者の人材育成に関心を持つ

る観点から、従前より一層積極的に関わることで市場の競争力強化を図る必要がある。 

このため、以下の取組を推進すべきである。 

 

①
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力等を高

め

 

② 近年、様々な技能、技術、知識等を認定する資格・検定制度が整備されている。生鮮

③ 売市場は生鮮食料品等の流通や商取引を実践的に学ぶ場を提供することができる

   ウ 報の収集・発信 

報機能については、生産者サイドの情報や消費者サイドの情報をつ

な

 

 卸売市場には、生鮮食料品等に関する様々な情報が集まる。例えば、流通の川上であ

て、流通の川上に対する

産

は、卸売業者や仲卸業者等が共同して行う当該卸売市場全体の活性

化

 

 卸売市場の取引については、かなりの部分で電子化が進んだ一方で、一部では、いま

     ＥＤＩ（電子データ交換）3-34)に

Ｓへの参加なども含

め

務に対する研鑽の観点から、卸売業者が積極的に活用するよう働きかける。 

また、卸売業者や仲卸業者等が従業員のマーケティング能力、商品企画提案

るための研修、勉強会等を行う場合に、東京都は講師派遣等により協力する。 

食料品等流通に関係するものとしては、例えば「おさかなマイスター3-30)」、「野菜ソム

リエ3-31)」等があるが、これらの資格取得は、市場関係業者のスキルアップや信頼性向

上につながるため、東京都は講師派遣等により協力する。 

 

卸

ため、卸売市場における将来的な人材確保の観点からも、中学生、高校生等の市場職業

体験3-32)等を引き続き行っていく。 

 

情

卸売市場における情

ぐ商社的機能、取引数量や価格などの情報を迅速に伝達する機能、広く消費者へ市場や

食の情報を発信する機能などがある。情報が価値を有する時代となった今日、市場関係業

者が連携して収集・発信し、様々な情報を有効に活用することが必要である。 

このため、以下の取組を推進すべきである。 

①

る産地からは、商品の特性、四季折々の作付け・生育・漁獲等の情報、生育・飼育の方

法、農薬等の使用状況、新商品開発の情報等である。流通の川下である小売店や外食・

中食事業者等からは、売れ筋、小売価格、外食・中食の商品ニーズ等である。また、卸

売業者は、毎日の取引数量・取引価格の情報を有している。 

卸売業者や仲卸業者の中には、これらの情報を有意に活用し

地開発・商品開発、流通の川下に対する商品化計画（マーチャンダイジング）3-33)等

に取り組み、取引の拡大につなげているものもある。しかし、全体としてはこうした取

組は遅れている。 

このため、東京都

につながる産地開発・商品開発、商品化計画（マーチャンダイジング）、卸売市場の

ブランド化計画など情報収集・発信機能を活用した取組に対して、支援する。 

②

だに紙ベースによる伝票の受渡し、電話・ファックスによる受発注も行われており、人

手を介して情報の転記・集計作業が行われている。 

 流通業界の電子化の取組としては、最近、従来型の

代わる新しいＥＤＩの標準仕様として、「流通ＢＭＳ3-35)」が作られ、スーパー業界、百

貨店業界等多くの小売業界が参加している。流通ＢＭＳは、通信基盤にインターネット

を使っていること、メッセージフォーマットを標準化して統一ルールで運用しているこ

とが特長で、今後、我が国の流通業界の標準となることが予想され、卸売市場の水産物

及び青果の卸売業者協会は、流通ＢＭＳの普及活動をしている。 

このため、市場関係業者は取引業務の電子化について、流通ＢＭ

て、積極的に取り組む。 
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 卸売市場の開設者は、取引の公正性を確保するため、主要な品目についての毎日の卸

も踏まえ、市場関

係

 

 エ 専門小売店等の支援 

に密着し、顔の見える販売を行っており、生鮮食料品等流通の重

要

の重要な顧客で

あ

 

 仲卸業者等が共同して、販路拡大等のため、販売方法の提案など専門小売店等を支援

    

 東京都は、市場経由商品や、それらを取り扱う専門小売店等の魅力を紹介するための

ら仕入れをしていることをアピールする店頭掲示用のス

テ

 

 量販店等への対応 

意識に関する世論調査」によれば、８割以上の都民が生鮮食料品の

購

の食生活において量販店事業者や外食・中食事業者等が果たしている

役

以下の取組を推進すべきである。 

 

 市場関係業者は、量販店事業者や外食・中食事業者等の安定取引に対するニーズに応

 

② 大規模小売店等が優越的な地位を濫用することにより不公正な取引が行われること

 

カ 

③

売予定数量や、取引方法別の毎日の卸売数量及び価格を公表することが卸売市場法によ

り義務付けられている。これらの情報は、東京都ではホームページで公表しているが、

透明性の向上を図る観点から、公表内容の充実が求められている。 

東京都が公表している取引情報について、国の業務規程例の見直し

業者と協議した上で、内容を一層充実するよう検討する。 

 

専門小売店等は、地域

な担い手となっている。しかし、近年は売上減少や後継者難から廃業する店が後を絶た

ない。こうした中、専門小売店等の販売促進を図る立場から、商品・品揃え・産地情報の

提供・売場・商品配列・ＰＯＰ広告3-36)の提案など食・花のコーディネーターとしてリテ

ールサポート（小売支援活動）を行う卸売業者や仲卸業者がみられる。 

専門小売店等は、仕入の大半を卸売市場に依拠するとともに、卸売市場

る。卸売市場としても、専門小売店等を支援していく必要がある。 

このため、以下の取組を推進すべきである。 

①

する取組（リテールサポート）を行う場合、東京都は引き続き、経営活性化支援事業な

どにより支援していく。 

②

広報活動等を展開していく。 

また、例えば中央卸売市場か

ッカー等を作成・配布するなど、専門小売店等の活性化に資する取組を検討する。 

オ

前出の「食品の購買

入先として、スーパーマーケット・生協店舗等の量販店を利用している。また、高齢化、

小世帯化、女性の社会進出等の要因により、都民の食生活において外食や中食への依存度

が高まっている。 

このように、都民

割を踏まえると、卸売市場としても、重要な顧客としてこれらのニーズに応えていく必

要がある。 

このため、

①

えるよう、積極的に対応する。 

がないよう、さらには大規模小売店等と信頼に基づく継続的な取引ができるよう、市場

関係業者は、取引条件の明確化・書面化等に取り組む。さらに、東京都は、優越的な地

位の濫用が疑われる行為があった場合の行政の窓口を積極的に活用するよう、周知する。

都民・消費者に対する取組 
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する取組として、消費者との意見・情報交換を内容とする

消

解をより一層深め、卸売市場を経由する生鮮食料品

等

広報活

動

 

① 東京都は、市場関係業者と協力して、各市場における講習会・見学案内等の充実を図

 

② 東京都は、卸売市場の役割や市場経由商品の魅力、各市場の特性等を効果的にＰＲす

 

③ 毎年行われている市場まつりなど、卸売市場の一般開放の取組については、市場内の

 

  キ 経営戦略の確立 

基本方針にもあるように、東京都と市場関係業者が一体となって、卸

 

⑶ 財政基盤の強化に向けて 

  

は、独立採算を原則とする公営企業会計で運営されている。

安

単価の

低

企業債発

行

東京都は、都民・消費者に対

費者事業委員会3-37)、各市場における見学案内、各種パンフレットやホームページを通

じた情報提供等を実施している。また、食育・花育の取組として、各種講習会等を実施す

るほか、平成 20 年３月から都民の食育活動に市場関係者を講師として派遣する「いちば

食育応援隊3-38)」を実施している。 

卸売市場に対する都民・消費者の理

に対する安心感を醸成することは、食の安心を確保していく上で重要である。 

このため、今後、東京都は、従来の施策紹介型にとどまらない、より効果の高い

を展開すべきである。また、市場見学案内、食育・花育等の取組については、市場ごと

の特性に応じてその市場ならではのプログラムを用意するなど、都民・消費者との交流を

図る観点から推進する必要がある。具体的には、以下のとおりである。 

る。また、「いちば食育応援隊」について周知を図り、講師派遣の機会を増やす。さら

に、東京都は、市場関係業者が自主的に行っている食育・花育事業について、ホームペ

ージで紹介するなど、広報面からの支援を行う。 

るため、ホームページの充実や印刷物の見直し等を図る。 

衛生管理や安全の確保等に十分留意し、また、地域との共生や小売業者の経営に配慮し

て、対応していく。 

 

    国の卸売市場整備

売市場全体の経営戦略的視点から、卸売市場の位置付け・役割、機能強化の方法、将来の

需要・供給予測を踏まえた市場設備の整備、コストも含めた市場運営のあり方等を明確に

し、経営展望を策定するなど、卸売市場としての経営戦略を確立する方策を検討すべきで

ある。 

 ア 市場財政の現状と見通し

東京都中央卸売市場の事業

定的な市場経営を行うためには健全な財政基盤が必要であるが、市場会計の営業収支は、

昭和42年度以降、連続して赤字を計上するなど大変厳しい状況にある。 

収入面では、市場の主たる収入である市場使用料が減少傾向にあり、中でも売上

下や取扱数量の減少等により、売上高割使用料の減少が顕著である。一方、支出面では

職員定数の見直しや事務の効率化等によるコスト削減努力を進めた結果、近年の営業費用

は横ばいで推移しているが、営業収支でみた場合は、赤字基調となっている。 

経常収支については、保有資産の運用益である受取利息収入の一定の確保や、

の抑制に伴う支払利息の減少等により、平成 12 年度以降は黒字で推移している。しか

しながら、累積欠損金はピーク時（平成 19 年度）に比較して減少したものの、依然とし

て解消には至っておらず、平成 21 年度末において 129 億円となっている。 
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政

め、今まで以上に収入・支出の両面から財政基盤強化に向けた取組を行っていく

必

 

イ 財政基盤の強化 

予想される中、今後も中央卸売市場は、必要な施設整備に取り組む必

要

以下の取組を推進すべきである。 

① 開設者が行う施設整備においては、コスト縮減が可能な整備手法により選択的・重点

 

 徹底的なコスト削減に加えて、市場会計の収益の基本である市場使用料について、現

 

 

③ 市場内の遊休施設や利用効率の低い施設について、必要とされる施設へ転換するなど、

 

 流通環境の変化に対応するため、加工・パッケージ施設の整備など、小売業者等のニ

  

４ 方卸売市場の機能強化 
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△100
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営業損益
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営業損益等の推移（単位：億円） 図 16  営業損益等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後、豊洲新市場の整備の進捗や、既存市場の改修・更新時期の到来により、多額の財

支出が発生し、資金の減少に伴う受取利息収入の減収が見込まれる。また、過去の施設

整備による減価償却費が高水準で推移することにより、財政収支は悪化することが予想さ

れる。 

このた

要がある。 

厳しい財政状況が

がある。 

このため、

 

 

的な整備を推進する。さらに、計画段階から管理段階までのライフサイクルコストを踏

まえた整備を図っていく。 

②

在行われている｢市場使用料あり方検討委員会｣における検討を踏まえ、適切に対応する。

市場の保有する資産の有効かつ多様な活用方法の検討を進める。 

④

ーズに対応していく必要があるが、これらについては、財産運用の観点から、市場用地

貸付制度等を活用した施設整備で対応する。 

 

 

 

地
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鮮食料品等流通の一端を担っており、食の安全・安心の確保の観

点

た観点から、東京都は、以下の取組を推進すべきである。 

⑴ 方卸売市場の開設者は、経営の健全化・安定化に取り組むとともに、他の卸売市場との

  

 東京都は、引き続き、地方卸売市場における卸売場の低（定）温化や耐震補強などの施設

 

⑶ 東京都は、食育・花育の推進等の観点から、地方卸売市場の市場見学案内や料理教室実施

地方卸売市場は、都内の生

等から、中央卸売市場と同様に、品質管理・衛生管理の充実を図る必要がある。特に多摩地

域においては、地方卸売市場が生鮮食料品等流通の中心的役割を果たしていることを踏まえ、

東京都は、多摩地域の地方卸売市場と連携し、生鮮食料品等の安定供給に寄与していく必要が

ある。 

こうし

 

地

連携等により集荷・販売力を強化する。 

⑵

整備について、地方卸売市場助成事業により支援する。 

等の自主的な取組に対して、地方卸売市場助成事業により積極的に支援する。 
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第４ 市場別整備方針 ～今後の卸売市場のあり方に道筋を～ 

  第１から第３までを踏まえ、中央卸売市場及び地方卸売市場における市場別整備方針について、

以下のとおり整理した。 

 

１ 中央卸売市場 

⑴ 市場の特色・特性を活かした施設整備・市場運営 

東京都の中央卸売市場は、首都圏の基幹市場としての役割を担っている市場や地域のニー

ズに対応した役割を担っている市場など、それぞれ特色を有している。また、11 の中央卸売

市場が東京都という同一の開設区域において相互に補完しあいながら一体としてその機能

を発揮している。 

国の第９次卸売市場整備基本方針に基づき、全国では青果部で 23 市場、水産物部で 10 市

場が中央拠点市場に位置付けられたが、東京都の中央卸売市場は、各市場が一体的にその機

能を発揮しているという、他都市の中央卸売市場とは異なる事情を有している。 

したがって、東京都は、各市場について、その位置付け・役割を踏まえ、特徴・強みなど

を活かしながら着実な整備・運営を図るとともに、卸売市場全体のネットワークによる総合

力を強化し、都民の食生活の安定に向けた責務を果たしていくべきである。 

 

⑵ 豊洲新市場の整備 

築地市場はこれまでも中核的な拠点市場として、東京都内のみならず広く首都圏への生鮮

食料品供給の機能を果たしてきた。築地市場を移転し、整備される豊洲新市場は、流通環境

の変化に対応し、今後の卸売市場に必要なＨＡＣＣＰ4-1)の視点に立った高度な品質・衛生管

理施設を備えるとともに、実需者の多様なニーズに応じたサービス機能を備え、先進的な市

場流通を実現できる卸売市場であり、今後の卸売市場のあり方の一つを示すものである。 

なお、豊洲新市場の整備については、国の第９次中央卸売市場整備計画（平成 23 年３月

策定）においても、第８次の同計画（平成 17 年３月策定）に引き続き位置付けられている。 

 

  ⑶ 市場別の整備方針 

    上記を踏まえて、各市場の整備について、下記のとおり進めていくべきである。なお、施

設整備については、堅実な財政運営に留意しながら進めていく必要がある。 

 

ア 築地市場 

築地市場を豊洲地区に移転する。 

移転するまでの間、老朽化施設の補修、環境対策としての小型特殊自動車の電動化等に

より、中核的な拠点市場として機能を維持する。 

 

イ 豊洲新市場 

豊洲新市場を平成 26 年度開場を目途に整備する。 

21 世紀の生鮮食料品流通の中核を担う拠点として、流通環境の変化に対応できるよう、

高度な品質管理や効率的な物流システムを取り入れた新たな市場を建設する。 

豊洲新市場予定地の土壌汚染については、専門家会議4-2)、技術会議4-3)から、市場用地

としての安全・安心を十分確保できる対策を提言されている。今後、これらの対策を着実

に実施していくとともに、引き続き都民・関係者にその内容を分かりやすく説明するなど、

リスクコミュニケーションの充実を図る。 
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ウ 食肉市場 

エネルギー消費抑制・温室効果ガス削減等の観点から、省エネ・環境対策に積極的に取

り組む。また、衛生対策強化等の観点から、引き続き老朽化施設の改修に取り組む。 

 

エ 大田市場 

青果部及び花き部については、中核的な拠点市場としての機能を十分に発揮していくた

め、引き続き、物流施設など必要な施設整備を行う。 

水産物部については、市場を取り巻く環境の変化に対応して、市場の活性化を図る。ま

た、国の卸売市場整備基本方針や、豊洲新市場開場の影響も踏まえて、必要な検討を行う。 

 

オ 豊島市場 

国道 17 号線拡幅工事に伴い、正門付近の整備を行うとともに、品質管理の高度化及び

衛生対策の強化の観点から、必要な施設整備を行う。 

市場を取り巻く環境の変化に留意するとともに、地域の実需者のニーズに配慮しながら、

周辺市場との連携を視野に入れた検討を行う。 

 

カ 淀橋市場 

狭隘な市場の効率的な活用を図るため、新仲卸業者売場棟を建設するなど、淀橋市場リ

ニューアル事業を引き続き推進する。 

また、拠点市場としての機能を十分に発揮していくため、品質管理の高度化及び衛生対

策の強化の観点から、必要な施設整備を進める。 

 

キ 足立市場 

品質管理の高度化及び衛生対策の強化の観点から、必要な施設整備を行う。 

市場を取り巻く環境の変化に対応して、市場の活性化を図る。このため、地元区と連携

した市場の活性化策などを検討する。また、国の卸売市場整備基本方針や、豊洲新市場開

場の影響も踏まえて、必要な検討を行う。 

 

ク 板橋市場 

品質管理の高度化、衛生対策の強化及び物流効率化の観点から、必要な施設整備を行う。 

 

ケ 世田谷市場 

青果部において、他市場との連携や施設の有効活用など、市場の活性化策を検討する。 

花き部において、物流の効率化の観点から、必要な施設整備を行う。 

 

コ 北足立市場 

拠点市場としての機能を十分に発揮していくため、品質管理の高度化及び衛生対策の強

化の観点から、必要な施設整備を行う。 

 

サ 多摩ニュータウン市場 

多摩地域の生鮮食料品流通の現状及び当市場の取引状況に鑑み、市場のあり方について

検討する。 
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シ 葛西市場 

品質管理の高度化、衛生対策の強化及び物流効率化の観点から、必要な施設整備を行う。 

 

２ 地方卸売市場 

地方卸売市場は、中央卸売市場とネットワークを形成し、相互に補完しあいながら運営され

ている。地方卸売市場の整備は、第３で述べた考え方に基づき、食の安全・安心確保の観点等

から、中央卸売市場と同様に下記のとおり進める必要がある。 

特に多摩地域においては、地方卸売市場が生鮮食料品等流通の中心的役割を果たしているこ

とを踏まえ、引き続き、東京都は地方卸売市場の施設整備等を支援していくべきである。 

 

⑴ 水産市場 

多摩地域の水産市場については、今後とも施設整備事業費補助制度等により支援する。 

 

⑵ 青果市場 

多摩地域の青果市場については、今後とも施設整備事業費補助制度等により支援する。ま

た、引き続き、国の地域拠点市場4-4)制度も活用する。 

 

⑶ 花き市場 

花き市場については、地方卸売市場としての活性化が図れるよう支援する。 
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第５ 東日本大震災を踏まえて 

 平成 23 年３月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震は、国内観測史上最大のマグニチュード

9．0を記録し、宮城県北部で震度７、宮城県、福島県、茨城県、栃木県で震度６強など広い範囲

で強い揺れを引き起こした。また、太平洋沿岸を中心に高い津波が発生し、特に東北地方から関

東地方の太平洋沿岸で甚大な被害をもたらした（以下、「東日本大震災」または「大震災」とい

う。）。 

  また、この大震災により引き起こされた東京電力福島第一原子力発電所の事故によって、福島、

茨城、栃木、群馬及び千葉県産のホウレンソウ等や福島県海域でのコウナゴ等から基準を上回る

放射性物質が検出され、摂取制限、出荷制限、出荷自粛、周辺海域の出漁自粛等が行われた。さ

らに、安全性が確認されている農畜水産物についても「風評被害」が生じるなど、周辺地域に大

きな影響をもたらした。 

  さらに、原子力発電所等の被災により、東京電力及び東北電力管内では電力供給不足となり、

発災直後に「計画停電」が行われた。この夏の電力需要ピーク期間・時間帯には、供給可能量が

需要予測を下回ることから、政府は、需要家に使用抑制を求めるとしている。 

  大震災による被害額は、内閣府の推計によれば 16～25 兆円（平成 23 年３月時点）とも試算さ

れており、今後の我が国の社会・経済に大きな影響をもたらすことは間違いない。 

  こうした事態を踏まえて、下記の取組を推進するよう付言する。 

 

１ 卸売市場の災害対応力の強化 

  卸売市場は、災害時においても、生鮮食料品等の安定供給を担う重要な社会インフラとして、

可能な限りその機能を発揮する必要がある。 

今後、大震災を受けて、国や東京都の防災計画等の見直しを踏まえて災害対応力を強化する

必要があるが、当面、下記の取組を推進すべきである。 

 

  (1) 都内の中央卸売市場は、臨海部に築地、大田、葛西の３市場があり、内陸部にその他の市

場が立地するなど、分散型の配置となっている。このため、一部の市場が被災しても他の市

場がそれを補完しうるという利点がある。東京都は、こうした地理的な特徴を踏まえ、災害

時における生鮮食料品調達業務（卸売業者等への在庫品の放出要請、他県市場への応援要請、

産地への出荷要請、車両の調達等）、広域輸送基地としての業務（緊急支援物資の輸送業務）

等を確実に実施できるよう再検証する。 

 

(2) 災害時には交通網の断絶や、電力・燃料等のエネルギーの不足が予想されることから、東

京都は、各市場において、複数の交通手段やルートの想定、予備電源の確保や燃料の備蓄等

を進める。 

 

(3) 東京都は、災害時における業務等を確実に実施できるよう、例えばヘリコプターや船舶に

よる物資の輸送も検討するなど、卸売市場のハード・ソフトの両面にわたって防災対応能力

を高めるとともに、訓練の実施や資機材等の備蓄を推進する。 

 

  (4) 今般の大震災では、東京湾臨海部の一部で液状化現象がみられた。平成26年度に開場が予

定されている豊洲新市場については、技術会議において液状化の対策が提言されており、東

京都はこの対策を確実に実施するとともに、都民や市場関係者に分かりやすく情報提供する。 
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２ 産地支援に関する取組 

   大震災は、農地の浸水、園芸・畜産施設等の損壊、漁港施設・漁船の損壊などに加え、原子

力発電所周辺の広域にわたり、放射性物質の拡散による直接被害や風評被害など、農畜水産物

の産地に甚大な被害をもたらした。 

   東日本における大消費地である東京は、今回の大震災の被災地から多くの農畜水産物の供給

を受けているという状況を踏まえ、下記の取組を推進すべきである。 

 

  (1) 市場関係業者は、被災地の復興支援のため、被災地の農畜水産物について積極的に集荷・

販売するよう努める。また、中間流通を担う立場から、被災地の農畜水産物について積極的

にＰＲし流通に乗せるなど、被災地の復興の一助となるよう努める。 

 

(2) 今般の原子力発電所事故による農畜水産物の出荷制限のような事態が生じた場合は、風評

被害の拡大を防止する観点からも、正確な情報を入手し都民に分かりやすく説明することが

不可欠である。東京都は、今回の事態を教訓に、都民とのリスクコミュニケーションのあり

方について、より一層の検討・改善を進める。 

 

 (3) 東京都は、市場関係業者が行う被災地支援のための対策や風評被害防止のための対策に対

して、積極的に支援する。 

 

 



用 語 集  

 

1-1 労働力人口比率  15 歳以上の人口に占める、「就業者」と「完全失業者」を合わせ

たものの割合。  

1-2 食の外部化 外 食 お よ び 、 総 菜 や 弁 当 な ど の 中 食 （ な か し ょ く ） の 消 費 が 増 加

すること。  

1-3 耕作放棄地  以 前 耕 地 で あ っ た も の で 、 過 去 １ 年 以 上 作 物 を 栽 培 せ ず 、 し か も

この数年の間に再び耕作する考えのない土地。  

1-4 農業生産法人  農 業 経 営 を 行 う た め に 農 地 を 取 得 で き る 法 人 。 認 め ら れ る 法 人 形

態は、有限会社、合名会社、合資会社、農事組合法人であったが、

平成 12 年の農地法改正で、株式譲渡制限付で株式会社の形態が選

べるようになった。  

1-5 改正農地法  「 農 地 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 」  ① 一 般 法 人 の 貸 借 で の 参 入

規 制 の 緩 和 、 ② 農 地 取 得 の 下 限 面 積 の 実 質 自 由 化 な ど 、 農 業 へ の

参 入 を 促 進 し 、 限 り あ る 我 が 国 の 農 地 を 有 効 利 用 す る た め に 、 従

来の農地法を大幅に見直した。平成 21 年 12 月 15 日に施行。  

1-6 地産地消  地域で生産された農産物を、その地域で消費する（食する）こと。

農林水産省は地産地消を推進している。（食料・農業・農村基本計

画）  

1-7 産地直売所  農 家 あ る い は 農 業 協 同 組 合 （ Ｊ Ａ ） 等 が 設 置 し た 、 地 元 の 農 産 物

を販売する施設。  

1-8 ワンストップ  複数の用事を一箇所で済ませられること。  

1-9 食料品専門スーパー  日 本 標 準 産 業 分 類 の 「 飲 食 料 品 小 売 業 」 に 分 類 さ れ る 取 扱 商 品 の

売上が 70％以上を占める小売店で、売場面積の 50％以上について

セ ル フ サ ー ビ ス 方 式 を 採 用 し て い る 事 業 所 で あ り 、 か つ 売 場 面 積

250 ㎡以上のものを指す。  

1-10 オーバーストア  小 売 店 舗 の 出 店 が 過 剰 と な り 、 商 圏 の 需 要 に 対 し 、 供 給 が 上 回 る

状態。  

1-11 Ｐ Ｂ （ プ ラ イ ベ ー ト

ブランド）商品  

流 通 業 者 、 特 に ス ー パ ー マ ー ケ ッ ト や コ ン ビ ニ エ ン ス ス ト ア 等 の

大 規 模 小 売 チ ェ ー ン 等 が 自 ら 企 画 ・ 開 発 し 、 メ ー カ ー に 生 産 を 委

託した商品。独自のブランド名を付けて販売される。  

1-12 ネットスーパー  既 存 の ス ー パ ー マ ー ケ ッ ト や 店 舗 を 持 た な い 宅 配 専 門 の 業 者 が 、

イ ン タ ー ネ ッ ト で 注 文 を 受 け 付 け て 、 個 人 宅 等 に 注 文 商 品 を 即 日

配達する宅配サービスのこと。  

1-13 生鮮コンビニ  従 来 の コ ン ビ ニ エ ン ス ス ト ア や 食 品 ス ー パ ー と 、 店 内 全 て の 商 品

を 均 一 価 格 で 販 売 す る 小 売 業 態 を 統 合 し た よ う な 小 売 店 舗 の こ

と。コンビニエンスストア型の 24 時間営業の店舗で、生鮮食品を

含む生活用品を、 100 円前後の一律価格で販売する。  

1-14 キ ャ ッ シ ュ ア ン ド キ

ャリー 

現 金 持 ち 帰 り 問 屋 。 小 売 業 者 や 業 務 用 需 要 者 な ど の 購 入 者 が 自 ら

商 品 を 選 び 、 販 売 時 に 現 金 に て 決 済 を 行 い 、 購 入 者 自 ら が 持 ち 帰

る 業 態 で 、 配 送 な ど の サ ー ビ ス を 行 わ な い こ と で 、 低 価 格 を 実 現

している。会員制としている店も多い。  

1-15 買 い 物 難 民 （ 買 い 物

弱者）  

流 通 機 能 や 交 通 網 の 弱 体 化 と と も に 、 食 料 品 等 の 日 常 の 買 い 物 が

困 難 な 状 況 に 置 か れ て い る 人 々 の こ と 。 高 齢 者 が 多 く 暮 ら す 過 疎

地 や 高 度 成 長 期 に 建 て ら れ た 大 規 模 団 地 等 で 増 加 。 経 済 産 業 省 で

は、その数を 600 万人程度と推計。（平成 22 年５月「地域生活イ

ンフラを支える流通のあり方研究会報告書」）  
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1-16 リ ス ク コ ミ ュ ニ ケ ー

ション  

対 象 の 持 つ リ ス ク に 関 す る 正 確 な 情 報 を 、 生 産 者 、 消 費 者 、 流 通

業 者 、 行 政 、 地 域 住 民 、 研 究 者 な ど 、 リ ス ク に 関 係 す る 人 々 （ ス

テークホルダー）の間で共有し、相互に意思疎通を図ること。  

1-17 コ ー ル ド チ ェ ー ン シ

ステム  

生 鮮 食 料 品 等 に つ い て 、 生 産 段 階 か ら 小 売 段 階 ま で 所 定 の 低 温 に

保ちながらの流通を図る仕組み。  

2-1 ＢＳＥ  

（牛海綿状脳症）  

感 染 し た 牛 が 、 潜 伏 期 間 の 後 、 麻 痺 、 音 や 光 に 対 す る 神 経 過 敏 、

起 立 不 能 、 歩 行 困 難 な ど の 症 状 を 呈 し 、 死 に 至 る 病 気 。 英 国 で 発

見 。 感 染 し た 牛 の 脳 の 神 経 細 胞 が 死 滅 し て 空 胞 が で き 、 脳 の 組 織

が ス ポ ン ジ 状 に な る こ と か ら 、 牛 海 綿 状 脳 症 と 名 付 け ら れ た 。 異

常 プ リ オ ン た ん 白 質 を 原 因 と す る 説 が 有 力 で 、 感 染 牛 か ら 作 ら れ

た 肉 骨 粉 等 の 飼 料 を 与 え る こ と に よ り 、 牛 に 経 口 感 染 す る と い わ

れている。  

2-2 産地食肉センター  産 地 に お い て 食 肉 用 家 畜 の と 畜 ・ 解 体 か ら 部 分 肉 加 工 ま で を 行 う

施設。昭和 35 年以降農林水産省の補助事業として整備され、平成

19 年度末現在で全国に 74 か所設置されている。  

2-3 営業利益率  収 益 性 分 析 の 一 指 標 で 、 営 業 利 益 の 売 上 に 対 す る 構 成 比 を 表 す 。

会 社 の 本 業 に よ る 利 益 を 示 す こ と か ら 、 会 社 の 本 業 の 収 益 性 を 判

断するのに役立つ。  

営業利益率（％）  ＝  営業利益  ÷ 売上高  × 100 

2-4 経常利益率  収 益 性 分 析 の 一 指 標 で 、 経 常 利 益 の 売 上 に 対 す る 構 成 比 を 表 す 。

経 常 利 益 は 、 会 社 本 来 の 活 動 か ら 生 じ た 営 業 利 益 に 、 資 産 運 用 や

資 産 調 達 等 に 付 随 す る 金 融 収 支 を 加 え た も の で 、 企 業 の 総 合 的 な

収益性を判断するのに役立つ。  

経常利益率（％）  ＝  経常利益  ÷ 売上高  × 100 

2-5 流動比率  安 全 性 分 析 の 一 指 標 で 、 流 動 負 債 （ １ 年 以 内 に 返 済 す べ き 負 債 ）

を 流 動 資 産 （ １ 年 以 内 に 現 金 化 可 能 な 資 産 ） が ど の 程 度 カ バ ー し

て い る か を 示 す 。 こ の 比 率 が 高 い ほ ど 、 短 期 的 な 資 金 繰 り に 余 裕

があることを示す。  

流動比率（％）  ＝  流動資産  ÷ 流動負債  × 100 

2-6 自己資本比率  安 全 性 分 析 の 一 指 標 で 、 総 資 産 に 占 め る 自 己 資 本 の 割 合 を 示 す 。

一 般 的 に こ の 比 率 が 高 い ほ ど 、 資 本 構 成 が 安 定 し て お り 経 営 の 安

全度が高いことを示す。  

自己資本比率（％）  ＝  自己資本  ÷ 総資産  × 100 

3-1 建値市場  事 実 上 、 商 品 の 価 格 決 定 機 能 を 持 つ 市 場 。 建 値 市 場 で の 取 引 価 格

が、他の市場等における取引価格の基準となる。  

3-2 コールドチェーン  生 鮮 食 料 品 等 に つ い て 、 生 産 段 階 か ら 小 売 段 階 ま で 所 定 の 低 温 に

保ちながらの流通を図る仕組み。（既出）  

3-3 市場用地貸付制度  「 東 京 都 中 央 卸 売 市 場 用 地 の 貸 付 に 関 す る 規 則 」 に 基 づ く 用 地 の

貸 付 制 度 。 事 業 用 定 期 借 地 権 を 設 定 す る 。 市 場 を 取 り 巻 く 流 通 環

境 の 変 化 に 対 応 す る た め 、 用 地 を 借 り 受 け た 事 業 者 自 ら が 迅 速 か

つ 効 率 的 に 施 設 整 備 を 行 う こ と を 可 能 と す る 新 た な 制 度 と し て 創

設された。平成 14 年４月施行。  

3-4 通い容器  プ ラ ス テ ィ ッ ク 製 コ ン テ ナ 等 の 繰 り 返 し 使 用 可 能 な 容 器 で 、 青 果

物 の 流 通 に お い て 主 流 と な る 段 ボ ー ル と 比 べ 、「 物 流 の 効 率 化 」、

「 集 出 荷 コ ス ト の 低 減 」 及 び 「 環 境 へ の 配 慮 」 等 の メ リ ッ ト が あ

る 。 産 地 へ の 還 流 、 ス ト ッ ク ヤ ー ド の 確 保 な ど 、 普 及 の た め の 課

題 も 多 い 。 花 き で は 、 切 花 用 の 再 利 用 可 能 な バ ケ ッ ト も こ れ に あ

たる。  
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3-5 食品衛生法  食 品 の 安 全 性 の 確 保 の た め に 、 公 衆 衛 生 の 見 地 か ら 必 要 な 規 制 そ

の 他 の 措 置 を 講 ず る こ と に よ り 、 飲 食 に 起 因 す る 衛 生 上 の 危 害 の

発 生 を 防 止 し 、 国 民 の 健 康 の 保 護 を 図 る こ と を 目 的 と す る 。 昭 和

23 年 1 月 1 日施行。  

3-6 安全・品質管理者  

（ＳＱＭ）  

Ｓ Ｑ Ｍ （ セ イ フ テ ィ ＆ ク オ リ テ ィ ・ マ ネ ー ジ ャ ー ）。  東 京 都 の 中

央卸売市場で、取り扱われる物品の安全性の確保を図るとともに、

衛生・環境水準の向上を図り、物品の信頼性を高めるために設置。

東京都職員、卸売業者及び仲卸団体により構成される。  

3-7 品質管理マニュアル  各 事 業 者 に お い て 、 安 全 で 安 心 な 生 鮮 食 料 品 等 の 円 滑 な 流 通 を 確

保できる品質管理体制を構築することを目的としたマニュアル。

3-8 東 京 都 食 品 衛 生 自 主

管理認証制度  

食 品 関 係 施 設 の 衛 生 管 理 に 関 す る 自 主 的 な 取 組 を 認 証 し 、 衛 生 基

準 の 向 上 を 目 指 す 。 東 京 都 が 指 定 し た 第 三 者 機 関 (指 定 審 査 事 業

者 ） が 、 食 品 営 業 施 設 の 営 業 者 が 自 ら 定 め マ ニ ュ ア ル 化 し た 衛 生

管 理 の 方 法 を 、 申 請 に 基 づ き 認 証 す る 。 認 証 を 受 け た 施 設 名 等 を

東 京 都 福 祉 保 険 局 の ホ ー ム ペ ー ジ 上 で 公 表 す る ほ か 、 施 設 に は 認

証書又は認証マークを掲示する。  

3-9 ＩＳＯ９００１  ISO（国際標準化機構。工業標準の策定を目的とする国際機関）が、

制定した品質管理及び品質保証のための国際規格。 1987 年（昭和

62）年の制定以後改版を重ね、2008 年（平成 20 年）版が最新であ

る。  

3-10 ＩＳＯ２２０００  ISO（前項を参照）が 2005 年（平成 17 年）に制定した、食の安全

に 係 る 管 理 手 法 の 国 際 規 格 。 食 品 の 生 産 か ら 消 費 に 係 る 一 連 の 段

階及び活動に関わる全ての組織を認証の対象としている。  

3-11 ＪＡＳ法  「 農 林 物 資 の 規 格 化 及 び 品 質 表 示 の 適 正 化 に 関 す る 法 律 」  Ｊ Ａ

Ｓ 規 格 （ 日 本 農 林 規 格 ） と 食 品 表 示 （ 品 質 表 示 基 準 ） の ２ つ の こ

と を 定 め て お り 、 こ れ に よ り Ｊ Ａ Ｓ マ ー ク や 原 産 地 な ど の 表 示 が

食品などに付けられる。平成 11 年の改正により、一般消費者向け

の す べ て の 飲 食 料 品 が 品 質 表 示 基 準 の 対 象 と な り 、 そ の う ち 生 鮮

食料品については原産地表示が義務づけられた。  

3-12 牛 肉 ト レ ー サ ビ リ テ

ィ法  

「 牛 の 個 体 識 別 の た め の 情 報 の 管 理 及 び 伝 達 に 関 す る 特 別 措 置

法 」  牛 の 個 体 識 別 の た め の 情 報 の 適 正 な 管 理 及 び 伝 達 に 関 す る

特 別 の 措 置 を 講 ず る こ と に よ り 、 牛 海 綿 状 脳 症 の ま ん 延 を 防 止 す

る た め の 措 置 の 実 施 の 基 礎 と す る と と も に 、 牛 肉 に 係 る 当 該 個 体

の 識 別 の た め の 情 報 の 提 供 を 促 進 し 、 も っ て 畜 産 及 び そ の 関 連 産

業 の 健 全 な 発 展 並 び に 消 費 者 の 利 益 の 増 進 を 図 る こ と を 目 的 と す

る。  

3-13 米 ト レ ー サ ビ リ テ ィ

法  

「 米 穀 等 の 取 引 等 に 係 る 情 報 の 記 録 及 び 産 地 情 報 の 伝 達 に 関 す る

法 律 」  米 穀 事 業 者 に 対 し 、 米 穀 等 の 譲 受 け 、 譲 渡 し 等 に 係 る 情

報 の 記 録 及 び 産 地 情 報 の 伝 達 を 義 務 付 け る こ と に よ り 、 米 穀 等 に

関 し 、 食 品 と し て の 安 全 性 を 欠 く も の の 流 通 を 防 止 し 、 表 示 の 適

正 化 を 図 り 、 及 び 適 正 か つ 円 滑 な 流 通 を 確 保 す る た め の 措 置 の 実

施 の 基 礎 と す る と と も に 、 米 穀 等 の 産 地 情 報 の 提 供 を 促 進 し 、 も

っ て 国 民 の 健 康 の 保 護 、 消 費 者 の 利 益 の 増 進 並 び に 農 業 及 び そ の

関連産業の健全な発展を図ることを目的とする。  

3-14 グリーン電力  温 室 効 果 ガ ス や 有 害 ガ ス の 排 出 が 少 な く 、 環 境 へ の 負 荷 が 小 さ い

自 然 エ ネ ル ギ ー に よ っ て 発 電 さ れ た 電 力 。 自 然 エ ネ ル ギ ー は 、 太

陽 光 や 熱 、 風 力 、 家 畜 糞 尿 や 農 産 廃 棄 物 な ど の バ イ オ マ ス 、 ダ ム

型ではない小規模水力、温泉や地中のマグマの熱を利用する地熱、
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海の潮汐や波など、自然循環の中で生まれるエネルギーを指す。

3-15 東京都環境確保条例  「 都 民 の 健 康 と 安 全 を 確 保 す る 環 境 に 関 す る 条 例 」  現 在 及 び 将

来 の 都 民 が 健 康 で 安 全 か つ 快 適 な 生 活 を 営 む 上 で 必 要 な 環 境 を 確

保 す る こ と を 目 的 と す る 。 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 の 削 減 、 自 動 車 公

害 対 策 、 化 学 物 質 の 適 正 管 理 、 土 壌 及 び 地 下 水 の 汚 染 の 防 止 対 策

等を規定している。  

3-16 温 室 効 果 ガ ス 排 出 総

量 削 減 義 務 と 排 出 量

取引制度  

温室効果ガス排出総量削減義務は、CO2 排出総量の削減を実現する

た め 、 東 京 都 が 都 内 大 規 模 事 業 所 を 対 象 と し て 導 入 し た も の で あ

る 。 対 象 事 業 所 は 、 過 去 の 基 準 と な る 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 に 対 し

て 、 削 減 計 画 期 間 中 の 排 出 量 を 、 一 定 以 上 削 減 す る 義 務 が 課 せ ら

れる。平成 20 年７月に東京都環境確保条例が改正され、平成 22

年４月から削減義務が開始されている。  

排 出 量 取 引 制 度 は 、 温 室 効 果 ガ ス 排 出 総 量 削 減 義 務 に 対 し 、 対 象

事 業 所 が 経 済 合 理 的 に そ の 対 策 を 推 進 で き る よ う 、 あ わ せ て 導 入

さ れ た 仕 組 み で あ る 。 対 象 事 業 所 は 、 温 室 効 果 ガ ス を 自 己 の 対 策

に よ り 削 減 す る ほ か 、 排 出 量 取 引 に よ り 削 減 量 を 調 達 す る こ と で

削減義務を達成することが認められている。  

3-17 地球温暖化対策報告書

制度 

「 温 室 効 果 ガ ス 排 出 総 量 削 減 義 務 制 度 」 の 対 象 外 で あ る 中 小 規 模

事 業 所 が 、 簡 単 に 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 を 把 握 で き 、 具 体 的 な 省 エ

ネ ル ギ ー 対 策 に 取 り 組 む こ と が で き る よ う 、 事 業 所 等 ご と の エ ネ

ル ギ ー 使 用 量 や 省 エ ネ 対 策 等 の 実 施 状 況 を 東 京 都 環 境 局 へ 報 告 す

る制度。  

3-18 ９ 都 県 市 に よ る デ ィ

ーゼル車規制  

自動車公害対策の一環であり、基準を満たさないディーゼル車は、

平成 15 年 10 月から、埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県の１

都 ３ 県 で 運 行 が 禁 止 さ れ た 。 現 在 は 、 埼 玉 県 、 千 葉 県 、 東 京 都 、

神 奈 川 県 、 さ い た ま 市 、 千 葉 市 、 横 浜 市 、 川 崎 市 及 び 相 模 原 市 の

９都県市で取り組んでいる。  

3-19 低排出ガス車  平成 17 年 5 月当時、小型特殊自動車のガソリン及びディーゼルエ

ン ジ ン に つ い て は 、 国 の 規 制 基 準 が な か っ た た め 、 低 排 出 ガ ス 車

を 東 京 都 中 央 卸 売 市 場 に お い て 独 自 に 認 定 し て い た 。 そ の 後 、 特

定 特 殊 自 動 車 排 出 ガ ス の 規 制 等 に 関 す る 法 律 （ 通 称 ： オ フ ロ ー ド

法）による規制が始まったため、独自の認定制度は終了した。  

3-20 食品リサイクル法  「 食 品 循 環 資 源 の 再 生 利 用 等 の 促 進 に 関 す る 法 律 」  食 品 廃 棄 物

等の排出の抑制と資源としての有効利用を推進するために平成 12

年に制定された。平成 19 年の最終改正においては、食品循環資源

の 再 生 利 用 等 を 一 層 促 進 す る た め 、 食 品 関 連 事 業 者 に 対 す る 指 導

監 督 の 強 化 と 再 生 利 用 等 へ の 取 組 を 円 滑 に す る 措 置 が 講 じ ら れ

た。  

3-21 容 器 包 装 リ サ イ ク ル

法  

「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律」

一 般 廃 棄 物 の ６ 割 （ 容 積 比 ） を 占 め る 容 器 包 装 廃 棄 物 を 資 源 と し

て 有 効 利 用 す る こ と に よ り 、 ご み の 減 量 化 を 図 る た め の 法 律 。 平

成 7 年制定、平成 18 年最終改正。  

3-22 ス ー パ ー エ コ タ ウ ン

事業  

東 京 都 が 、 首 都 圏 の 廃 棄 物 問 題 の 解 決 と 新 た な 環 境 産 業 の 立 地 を

促 進 し 、 循 環 型 社 会 へ の 変 革 を 推 進 す る こ と を 目 的 に 、 国 の 都 市

再 生 プ ロ ジ ェ ク ト の 一 環 と し て 、 東 京 臨 海 部 の 都 有 地 に お い て 、

民 間 事 業 者 等 が 主 体 と な り 廃 棄 物 処 理 ・ リ サ イ ク ル 施 設 の 整 備 を

進めるもの。  

3-23 緑化基準  緑化を進めるため、都道府県や市町村が条例等により定める基準。
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3-24 広域輸送基地  他 府 県 等 か ら の 緊 急 物 資 等 の 受 け 入 れ ・ 一 時 保 管 、 及 び 都 内 の 市

区町村が選定する地域内輸送拠点等への積替・配分等の拠点。  

3-25 Ｂ Ｃ Ｐ （ 事 業 継 続 計

画）  

企 業 が 自 然 災 害 、 大 火 災 、 テ ロ 攻 撃 な ど の 緊 急 事 態 に 遭 遇 し た 場

合 に お い て 、 事 業 資 産 の 損 害 を 最 小 限 に と ど め つ つ 、 中 核 と な る

事 業 の 継 続 あ る い は 早 期 復 旧 を 可 能 と す る た め に 、 平 常 時 に 行 う

べ き 活 動 や 緊 急 時 に お け る 事 業 継 続 の た め の 方 法 、 手 段 な ど を 取

り決めておく計画のこと。  

3-26 リ テ ー ル サ ポ ー ト

（小売支援活動）  

メ ー カ ー や 卸 が 商 品 の 販 売 を 促 進 す る た め 、 取 引 先 の 小 売 店 等 に

対し提案・支援活動を行うこと。商品や価格等に関する情報提供、

品揃え提案、販促ツール提供、従業員教育等の方法がある。  

3-27 財務基準  中 央 卸 売 市 場 に お い て 、 市 場 業 者 の 業 務 の 適 性 か つ 健 全 な 運 営 を

確 保 す る た め 、 国 は 卸 売 業 者 に 対 し 、 開 設 者 で あ る 東 京 都 は 仲 卸

業者に対し、財務基準を定めている。  

3-28 業務規程例  各 中 央 卸 売 市 場 の 開 設 者 が 条 例 等 で 定 め る 業 務 規 程 の 基 準 と し

て、農林水産省が作成したもの。  

3-29 せ り 人 の 能 力 判 定 試

験  

せ り 取 引 を 行 う た め に 必 要 な 能 力 を 判 定 す る た め の 試 験 。 東 京 都

の 場 合 は 、 せ り 取 引 以 外 の 一 定 の 販 売 経 験 及 び 市 場 業 務 経 験 を 積

ん だ 者 に 受 験 資 格 が 与 え ら れ 、 こ れ に 合 格 す る と 、 せ り 取 引 に 従

事できる。  

3-30 おさかなマイスター  財団法人水産物市場改善協会が主催する資格認定制度。旬や栄養、

産 地 や 漁 法 、 目 利 き や 調 理 、 取 扱 方 法 な ど 、 魚 介 類 に 関 す る 幅 広

い 知 識 を 講 座 形 式 で 教 え る 。 主 に 一 般 消 費 者 を 対 象 と し た 「 お さ

か な マ イ ス タ ー ・ ア ド バ イ ザ ー 」 と 、 既 に 水 産 業 界 な ど に 従 事 し

ている人を対象とする「おさかなマイスター」の２コースがあり、

後 者 を 受 講 後 、 修 了 試 験 に 合 格 し た 人 を 「 お さ か な マ イ ス タ ー 」

として認定する。  

3-31 野菜ソムリエ  日 本 野 菜 ソ ム リ エ 協 会 に よ る 資 格 認 定 制 度 。 野 菜 や 果 物 の 知 識 を

身 に つ け 、 そ の お い し さ や 楽 し さ を 理 解 し 伝 え る こ と が で き る ス

ペ シ ャ リ ス ト を 認 定 す る 。 資 格 取 得 に は 、 協 会 主 催 の 養 成 講 座 を

受講し、修了後、試験に合格することが必要となる。  

3-32 市場職業体験  卸 売 市 場 内 の 事 業 所 な ど で 働 く こ と を 通 じ て 、 職 業 や 仕 事 の 実 際

に つ い て 体 験 し た り 、 働 く 人 々 と 接 し た り す る 学 習 活 動 。 大 阪 市

中央卸売市場などで行われている。  

3-33 商 品 化 計 画 （ マ ー チ

ャンダイジング）  

卸 売 業 者 や 小 売 業 者 と い っ た 流 通 業 者 が マ ー ケ テ ィ ン グ 目 標 を 達

成 す る た め に 、 商 品 構 成 を 中 核 と し て 、 仕 入 れ 、 価 格 設 定 、 陳 列

方 法 、 在 庫 、 顧 客 サ ー ビ ス 、 販 売 促 進 、 広 告 な ど を 計 画 し て 、 実

行さらには管理すること。ＭＤと略される。  

3-34 Ｅ Ｄ Ｉ （ 電 子 デ ー タ

交換）  

「 Electronic Data Interchange」の略。標準化されたコードやメ

ッ セ ー ジ を 利 用 し て 、 商 取 引 に 関 す る 情 報 （ 発 注 、 請 求 等 ） を 企

業 間 で 電 子 的 に 交 換 す る 仕 組 み 。 こ れ に よ り 、 伝 票 作 成 等 の 事 務

作 業 の 軽 減 、 情 報 の 正 確 性 向 上 、 時 間 ・ コ ス ト の 節 約 等 が 可 能 と

なる。  

3-35 流通ＢＭＳ  「 Business Message Standards」の略で、「ビジネスメッセージ標

準」を意味する。2007 年に策定された新しいＥＤＩの仕様で、①

通信基盤にインターネットを使っていること、②「発注」「出荷」

「 受 領 」 と い っ た 業 務 メ ッ セ ー ジ を 標 準 化 し て い る こ と の ２ 点 が

大 き な 特 長 。 従 来 の Ｅ Ｄ Ｉ に 比 べ て 、 通 信 コ ス ト の 低 減 や 送 信 時

間 の 短 縮 、 更 に は 取 引 先 に 応 じ た シ ス テ ム 改 変 負 担 の 軽 減 効 果 等

- 40 - 



- 41 - 

につながるとされている。  

ス ー パ ー 、 百 貨 店 、 生 協 な ど の 小 売 業 界 の ほ か 、 卸 売 市 場 関 係 で

は 水 産 卸 、 青 果 卸 の 各 協 会 が 「 流 通 Ｂ Ｍ Ｓ 協 議 会 」 に 参 加 し て い

る。  

3-36 ＰＯＰ広告  「 Point of purchase advertising」の略で、商品の小売段階にお

いて、店頭あるいは店内で実施される広告のこと。具体例として、

の ぼ り 、 ス テ ッ カ ー 、 ポ ス タ ー 、 卓 上 ス タ ン ド 、 大 型 パ ネ ル 及 び

プライスカード等がある。  

3-37 消費者事業委員会  中 央 卸 売 市 場 の 機 能 と 役 割 、 生 鮮 食 料 品 の 流 通 事 情 や 商 品 知 識 に

関 す る 情 報 提 供 を 通 じ て 、 都 民 ・ 消 費 者 の 市 場 に 対 す る 理 解 と 信

頼 向 上 に 努 め る と と も に 、 広 く 都 民 ・ 消 費 者 の 声 を 把 握 し 、 都 民

の 食 生 活 の 向 上 や 地 域 と 共 存 す る 市 場 づ く り に 資 す る こ と を 目 的

として東京都が設置している。  

3-38 いちば食育応援隊  東 京 都 が 実 施 す る 食 育 推 進 事 業 の 一 つ 。 市 場 事 業 者 等 か ら 特 定 の

専 門 分 野 等 に 通 じ た 人 材 を 募 っ て 登 録 し 、 人 材 バ ン ク と し て 広 く

都 民 に 公 開 し て い る 。 依 頼 を 受 け た 登 録 者 は 、 学 校 や 地 域 が 主 催

す る 食 育 推 進 活 動 に 派 遣 さ れ 、 農 産 物 等 市 場 で 取 り 扱 う 物 品 や 市

場流通に関する講演や料理講習などを行う。  

4-1 ＨＡＣＣＰ  食 品 の 衛 生 管 理 の 方 式 の 一 つ 。 原 料 の 入 荷 か ら 製 造 ・ 出 荷 ま で の

す べ て の 工 程 に お い て 、 予 測 可 能 な 危 害 を 防 止 （ 予 防 、 消 滅 、 許

容 レ ベ ル ま で の 減 少 ） す る た め の 重 要 管 理 点 （ Ｃ Ｃ Ｐ ） を 特 定 し

て 、 そ の ポ イ ン ト を 継 続 的 に 監 視 ・ 記 録 （ モ ニ タ リ ン グ ） す る こ

と で 、 異 常 が 認 め ら れ た 際 の 迅 速 な 解 決 を 可 能 と し 、 不 良 製 品 出

荷の未然防止に役立つ。  

4-2 専門家会議  「 豊 洲 新 市 場 予 定 地 に お け る 土 壌 汚 染 対 策 等 に 関 す る 専 門 家 会

議」 豊洲新市場予定地で土壌汚染が確認されたことから、安 全 ・

安 心 な 市 場 と す る た め に 必 要 な 対 策 等 を 検 証 す る た め に 設 置 さ れ

た。平成 19 年５月から平成 20 年７月まで全９回開催。  

4-3 技術会議  「 豊 洲 新 市 場 予 定 地 の 土 壌 汚 染 対 策 工 事 に 関 す る 技 術 会 議 」  平

成 20 年 7 月に、専門家会議から新市場予定地の土壌汚染対策に関

する報告を受けて、技術工法などの評価 ･検証をし、都の土壌汚染

対策計画をとりまとめるために設置された。平成 20 年８月から平

成 22 年８月まで全 14 回開催。  

4-4 地域拠点市場  地 方 卸 売 市 場 の う ち 、 周 辺 市 場 の 集 荷 の 拠 点 と な る 市 場 。 他 の 地

方 卸 売 市 場 と の 統 合 、 ま た は 他 の 卸 売 市 場 と の 連 携 し た 集 荷 ・ 販

売活動の措置を講じた上で、都道府県が定める。  
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我が国の人口構造の推移と見通し 

第１－１ 

                         出典：内閣府「平成 22 年子ども・子育て白書」 
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第１－２ 

世帯数の推移 
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出典：農林水産省「卸売市場の将来方向に関する研究会」第 1回資料 2 

国民の食料消費量の推移（単位：千トン） 
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資料：農林水産省「食糧需給表」 

注：国民一人 1年当たりの消費量は、国民一人 1年あたりの供給純食料とした。 

純食料とは、人間の消費に直接利用可能な食料の形態の数量を表している。 

国民一人１年当たりの食料消費量の推移（単位：kg） 

出典：農林水産省「卸売市場の将来方向に関する研究会」第 1回資料 2 

 



 

 

 
第１－５ 

 

消費者世帯の種類別食料消費支出割合の推移 

出典：農林水産省「平成 21 年度食料・農業・農村白書」 
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 農業総産出額の推移 

第１－６ 

出典：農林水産省「平成 21 年度食料・農業・農村白書」 

 



 

第１－７  

 

 

       漁業・養殖業生産量・生産額の推移 

出典：水産庁「平成 21 年度水産白書」 
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第１－８ 

 

 

 

 

出典：農林水産省「卸売市場の将来方向に関する研究会資料」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：農林水産省「卸売市場の将来方向に関する研究会資料」第 9 回資料 2 

 

     

                      産 地 の 大 型 化 
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第１－９ 

 

                農業生産法人数の推移 

出典：農林水産省「平成 21 年度食料・農業・農村白書」 
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第１－１０ 

都内の食料品小売店の推移（店舗数・売上）
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都内の食料品専門スーパーの推移（店舗数・売上）

1,705,313

1,498,354 1,512,164
1,543,471

1,197
1,241

1,260

1,315

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

H１１ H１４ H１６ H１９

総務局『東京の小売業』より作成

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

2,000,000

販売金額（百万円） 店舗数（店）

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

第１－１１ 

東京都総務局『東京都の小売業』より作成 

都内の食料品専門スーパーの推移（店舗数・売上） 

都内の食料品小売店の推移（店舗数・売上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都総務局『東京都の小売業』より作成 

 

 

 

 



 

第１－１２ 

 

 

 

 

都民の野菜・果物、魚・貝類、肉類の購入先 

（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 

 

 

 

出典：東京都生活文化局「食品の購買意識に関する世論調査（平成 22 年 10 月）」 
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第１－１３ 

 

 
 

都民が生鮮食料品購入時に重視すること 

 ：生鮮食料品を購入するときに重視していることを聞いた。 

 

 

 

出典：東京都生活文化局「食品の購買意識に関する世論調査（平成 22 年 10 月）」 
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第２－１  

 

 

第２－１３ 水産物部・青果部における受託品・買付品の比率の推移 水産物部・青果部における受託品・買付品の比率の推移 
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資料：東京都中央卸売市場「事業概要」 

 

 

 

 

 

 

         第２－１４ 仲卸業者における経常赤字会社の割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      資料：東京都中央卸売市場「仲卸業者の経営状況2010」 
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第３－１ 

 

○市場用地貸付制度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑴ 制度概要 
 

◇利用条件 ・市場事業の目的に合致したものであり、かつ開設者の収益確保につながるものであ

ること 
 
 
      ・市場の活性化に資するものであり、卸売市場整備計画との整合がとれていること 

◇
 
貸付方法  借地借家法に規定する事業用定期借地権等を設定 

◇貸付期間  １０年以上５０年未満 
※貸付期間満了時に、建物が引き続き使用できる状態にあり、都が了承する場合は、

めて事業用定期借地権の設定が可能。 改
 

◇貸 付 料  適正な時価により設定（東京都財産価格審議会の議を経て決定） 
  

⑵ 貸付実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市場名 葛西市場

面積 約2,600㎡ 約15,500㎡ 約1,400㎡ 約17,100㎡ 約2,700㎡

貸付相手 花き部 卸売業者
花き部卸売業者2社に
よる設立法人

青果部 卸売業者
青果部卸売業者に
よる設立法人

青果部 卸売業者

利用目的
・地上4階建の建物
・事務室、商品置場

・地上2階建
・事務室、商品置場及
び駐車場

・地上1階建
・商品置場、荷捌場

・地上2階建
・荷捌場、売買参加者
用積込場

・地上1階建
・事務室、商品置場、
荷捌場、駐車場

貸付期間 20年間 20年間 20年間 35年間 10年間

土地貸付
開始年度

平成14年度 平成14年度 平成18年度 平成22年度 平成18年度

大田市場

 
○ 卸売市場を取巻く流通環境が変化してきたことに伴い、卸売市場の施設に対する新たな顧客

ニーズが生まれてきた。このため、平成１４年に、これまでの東京都による施設整備に加えて、

都から市場用地を借受けた市場関係業者が、自らの負担により施設整備を行うことを可能とす

る｢市場用地の貸付制度｣を導入した。 
 
○ この制度の導入により、顧客である小売業者が求める加工パッケージ等の施設や、店舗別仕

分けを効率的に行うための配送施設など、市場業者が顧客ニーズを踏まえた施設を迅速に整備

できることとなった。 

大田市場 花き部 葛西市場 青果部 
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第３－２ 

 

環境の確保・改善に
努めます。

安全･品質管理者（SQM)

自主的に衛生管理の
向上を図ります。

市場自らの判断で人の健康を損な
うおそれのある物品を排除します。

食品危害発生時の連絡調整

健康を損なう物品の排除

衛生環境知識の普及啓発

衛生環境教育の企画調整

自動車排ガス対策の推進

廃棄物対策の推進

各市場ＳＱＭ

業務課

主任ＳＱＭ
福祉保健局

（市場衛生検査所）

各市場ＳＱＭ

卸売業者ＳＱＭ
業界団体ＳＱＭ

連携
普及啓発

連絡調整

周知など

情報

情報

連携
排除・回収

安全性評価

連絡調整

情報

幹事会

危機管理対策本部

コンセプト

役割

イメージ

事務局

卸売業者ＳＱＭ
業界団体ＳＱＭ

業務課

主任ＳＱＭ

市場政策課

主任ＳＱＭ
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２２中管市第９８号 

平成２２年６月２５日 

 

 

東京都卸売市場審議会  

会長 福永  正通  殿 

 

 

                      東 京 都 知 事 

                        石 原 慎 太 郎 

 

 

東京都卸売市場審議会条例第２条の規定に基づき、下記の事項について 

貴審議会の意見をいただきたく、諮問します。 

 

 

記 

 

 

生鮮食料品等の円滑な流通を確保し、消費生活の安定に資するため必要な 

卸売市場整備の基本方針について 

 

 

（諮問理由） 

卸売市場法第６条の規定に基づき、東京都卸売市場整備計画（第９次）を

策定するため 
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東京都卸売市場審議会の審議経過  

 

回 日  程  内       容  

第 65 回 平成 22 年 6 月 25 日(金) 東京都卸売市場整備基本方針について（諮問）

第 66 回 平成 23 年 1 月 25 日(火) 
東京都卸売市場整備基本方針案について 

（中間報告） 

第 67 回 平成 23 年 5 月 31 日(火) 東京都卸売市場整備基本方針について（答申）
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東京都卸売市場審議会計画部会の審議経過  

 

回 日  程  内       容  

生鮮食料品等流通の現状と課題について 

第１回 平成 22 年７月６日(火) 

市場業者の現状と課題について 

市場の品質管理・衛生管理について 

第２回 平成 22 年８月３日(火) 

市場の活性化・機能強化について 

市場の環境対策について 

第３回 平成 22 年９月 21 日(火) 

各市場の特徴と課題について 

市場関係者ヒアリング 

（水産、青果、関連事業者業界団体） 
第４回 平成 22 年 10 月 19 日(火)

地方卸売市場について 

市場関係者ヒアリング 

（食肉、花き、売買参加者、地方卸売市場関連業界団体 ）

第５回 平成 22 年 11 月 16 日(火)

市場財政の現状と課題について 

第６回 平成 22 年 12 月 14 日(火)  豊洲新市場の整備について 

第７回 平成 22 年 12 月 20 日(月) 基本方針（骨子）（案）の作成 

第８回 平成 23 年１月 14 日(金) 基本方針（骨子）（案）の作成 

第９回 平成 23 年４月８日(金) 基本方針（案）の作成 

第 10 回  平成 23 年４月 26 日(火) 基本方針（案）の作成 
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